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－１－ 

第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 障がい福祉計画・障がい児福祉計画策定の趣旨 
 

○ 国では、平成 26（2014）年 1 月に障害者権利条約を批准したことを受けて、平成 28

（2016）年 4 月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解

消法、平成 25 年法律第 65 号）」が施行され、また、平成 28（2016）年 4 月には「障

害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（改正障害者雇用促進法、平成

25 年法律第 46 号）」の施行、平成 28（2016）年 5 月に「成年後見制度※の利用の促

進に関する法律（成年後見制度利用促進法、平成 28 年法律第 29 号）」の施行、平成 28

（2016）年 8 月に「発達障害者支援法の一部を改正する法律（改正発達障害者支援法、

平成 28 年法律第 64 号）」の施行など、障がい者の権利擁護等を目的とする一連の国内

法が整備されました。 

○ また、平成 28（2016）年 6 月には、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律(障害者総合支援法※及び児童福祉

法の改正、平成 28 年法律第 65 号）」が公布され、一部の規定を除き、平成 30（2018）

年４月からの施行となりました。この法律では、障がい者が自らの望む地域生活を営むこ

とができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障がい者による介

護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障がい児支援の

ニーズ※の多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほか、サービスの質の確

保・向上を図るための環境整備等を行うことを目的としています。 

○ 本市では、平成 30（2018）年度から令和２（2020）年度までの３年間を計画期間と

した「第５期門真市障がい福祉計画及び第１期門真市障がい児福祉計画」を策定し、計画

的な事業の推進を行ってきました。 

○ このたび、「第５期門真市障がい福祉計画及び第１期門真市障がい児福祉計画」の計画期

間が満了となり、これまでの計画の進捗状況及び目標数値を検証し、国や府の指針を踏ま

えて「第６期門真市障がい福祉計画及び第２期門真市障がい児福祉計画」として策定しま

す。 

○ 本計画策定の令和 2（2020）年度において、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大

（パンデミック）により、人類規模での感染症対策が喫緊の課題とされました。わが国に

おいても令和２（2020）年４月に緊急事態宣言が発令されるなど、様々な感染症対策が

取られており、感染症を予防するための「新しい生活様式」を日常生活に取り入れて実践



 

－２－ 

していくことが重要とされていることから、本計画においても各施策・事業に対して適切

な感染症対策を取りながら、「門真市新型インフルエンザ等対策行動計画」※等に基づき

取組を進めていく必要があります。 

 
 
 
【第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画に係る国「基本指針」の概要】 

 

   

出典）厚生労働省ホームページ「第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の概要」 
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２ 計画の位置づけ 
 

門真市障がい福祉計画は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）第88条第１項に基づく「市町村障がい福祉

計画」として障がい福祉サービス※等の提供体制の確保のために、国の定める基本指針（厚

生労働大臣告示）に即して定めるものとされていることから、門真市障がい者計画の中の

生活支援にかかる実施計画的な位置付けの計画として、整合性をもって推進します。 

障がい児福祉計画は、児童福祉法の一部改正（第33条の20）により、市町村は基本指

針に即して障がい児福祉計画を定めるものとされています。障がい児福祉計画は、障害者

総合支援法第88条に規定する障がい福祉計画と一体のものとして作成することができる

となっており、本市は一体的に作成するものとします。 

また、門真市障がい者計画は、「障害者基本法」第11条第３項に基づく「市町村障がい

者計画」として策定し、障がいのある人に関する施策全般にわたるものであり、将来、方

向を示すものとして位置づけられます。 

これらの計画は、市政の基本方針を示す「門真市第６次総合計画」（令和2（2020）年

３月策定）を最上位計画とし、また、「門真市第３期地域福祉計画」（平成29（2017）年

3月策定）を上位計画として整合性を図るとともに、国の「障害者基本計画（第４次）」（平

成30（2018）年3月策定）及び大阪府の「第5次大阪府障がい者計画」（令和2（2020）

年度中に策定）との整合性に留意しています。 

 

■計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

門真市第６次総合計画 

門真市障がい福祉計画 

門真市障がい児福祉計画 

障がい福祉サービス等の見込量と 
確保方策を明らかにしたもの 

門真市障がい者計画 

障がいのある人に関わる施策の基本方
向を総合的、体系的に明らかにしたもの 

障害者総合 
支援法 
児童福祉法 

基本指針 

障害者基本法 
 

第５次大阪府 

障がい者計画 

国「障害者基本計

画（第４次）」 
門真市第３期地域福祉計画 
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３ 計画の対象 
 

この計画の対象は、すべての市民、地域団体、障がい福祉サービス提供事業者、企業、

関係機関等とします。 

また、「障がいのある人」とは、障害者基本法第２条の規定に基づく「身体障がい※、知

的障がい※、精神障がい※（発達障がい※を含む。）その他の心身の機能の障がいがある者で

あって、障がい及び社会的障壁（障がいがある者にとって障壁となるような事物・制度・

慣行・観念その他一切のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるもの」とし、「高次脳機能障がい※のある人」や「難病※に起因する、継続的に日

常生活又は社会生活に相当な制限を受ける人」等も含みます。 

 

 

４ 計画の期間 
 

「第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」は令和３（2021）年度から令和

５（202３）年度の3ヵ年を計画期間とします。 

また、関連する制度、社会情勢の変化等に対応するため、各年毎に計画の評価を行い、

必要に応じて見直しを行います。 
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障がい児福祉計画 
       

 

 

 

 

 

  

第３次 第４次計画 

第５期

計画 

第６期計画 

第１期

計画 

第２期計画 

第７期計画 

第３期計画 
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５ 計画の策定体制 
 

（１） 計画の策定組織 

本計画の策定にあたっては、各分野における広範な計画であることから、全庁的に取

り組むこととし、計画策定のための検討組織として「門真市障がい福祉計画・障がい児

福祉計画作成委員会」を設置しました。 

また、より幅広く意見を求めるため、学識経験者等で構成される「門真市障がい者地

域協議会※」においても検討を行いました。 

■計画の策定組織 

 

 

 

 

 

意見提起 

 

調整 

 

 

 

 

                            
★印は委員長 ☆印は副委員長 
 

 

（２）アンケート調査の実施 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画策定の基礎資料とするため、障がいのある人に対

して障がい児（者）福祉に関するアンケート調査を実施しました。 

また、障がい福祉計画策定の基礎資料としても活用することを目的に、障がい児（者）

福祉に関する事業所及び障がい児（者）団体に対するアンケート調査を実施しました。 

 

（３）パブリックコメント※の実施 

計画案について、広く市民からの意見を募集するため、令和○（○）年○月○日（○）

から○月○日（○）までパブリックコメントを実施しました。 

市  長 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画   

作成委員会 

★障がい福祉課長 ☆福祉政策課長 

企画課長       産業振興課長 

高齢福祉課長    保護課長 

学校教育課長    こども政策課長 

こども発達支援センター長 

市  民 
障がいのある人、障がいのない人、 

関係機関・関係団体の代表者等 

 

障がい者地域協議会 

学識経験を有する者 

福祉関係団体を代表する者 

相談支援事業者を代表する者 

就労関係団体を代表する者 

保健・医療関係団体を代表する者 

障がい者関係団体を代表する者 

教育関係機関を代表する者 

障がい福祉サービス事業者を代表する者  

市福祉事務所長 

 

 

市福祉事務所長 

 

 

 

 

等機関関係者 

計画案の策定 

計画案に対する検討 
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第２章 障がいのある人を取り巻く現状と課題 

１ 本市の人口・世帯の動向 
 

① 人口・世帯数の推移 

本市の住民基本台帳による人口は平成23（2011）年より12万人台で推移しつつ

も減少し続け、令和２（2020）年に120,701人となっています。 

一方、世帯数は年により変動はあるものの、概ね増加傾向で推移し、平成23（2011）

年の60,976世帯から、令和２（2020）年には62,897世帯となっています 

一世帯当たりの人員は、平成23（2011）年の2.12人から減少傾向を経て、平成

30（2018）年に2人を割り込みました。令和２（2020）年には1.92人となってお

り、世帯規模の縮小が進んでいます。 

 

■総人口・総世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（外国人を含む）（各年10月１日現在） 
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② 年齢３区分別人口 

前項の住民基本台帳人口を年齢３区分別にみると、０～14歳の年少人口は平成23

（2011）年の16,885人が、令和２（2020）年には11,996人と減少しています。 

15～64歳の生産年齢人口は、平成23（2011）年の82,930人より減少し続け、

令和２（2020）年に72,890人と約１万人の減少となっています。 

一方、65歳以上の高齢者人口は、平成23（2011）年の29,705人から増加が続

き、令和２（2020）年に35,875人となっています。 

このように、年少人口は約１割にまで低下していますが、高齢者人口は３割近くに

達する勢いで増加しており、少子高齢化の進行が顕著となっています。 

 

■年齢３区分別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（外国人を含む）（各年10月１日現在） 

■年齢３区分別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（外国人を含む）（各年10月１日現在） 
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総務省の統計によると、本市の高齢化率（総人口に占める高齢者人口の割合）は、大阪府

や全国よりも高い値で推移しています。令和２（2020）年１月1日現在の高齢化率は、大

阪府が26.9％、全国が27.9％に対して、本市では29.6％と高齢化が進行しています。 

■高齢化率の推移＜全国・大阪府比較＞ 

 

資料：総務省「住民基本台帳人口（外国人含む）」（各年１月１日現在） 
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２ 障がいのある人の状況 

 

(１) 障がい者手帳所持者の推移 

本市の身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者保健福祉手帳所持者それぞれの合

計は、令和2（2020）年４月１日現在では8,202人で増加を続け、平成23（2011）

年のおよそ1.2倍となっています。ただし、手帳を重複して所持している人もいるため、

延べ人数となります。また、難病等疾患のある人や発達障がいで、それぞれ障がい者手

帳を所持していない人もあり、障がいのある人はこの数字よりも多いものと推計されま

す。 

令和2（2020）年４月１日現在の人口に対する割合は6.７％で、障がい種別では、

身体障がい者手帳所持者が65.0％で最も多く、療育手帳所持者が17.0％、精神障がい

者保健福祉手帳所持者が18.0％となっています。 

■障がい者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 
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－１０－ 

(２) 身体障がいのある人の状況 

① 身体障がい者手帳所持者数 

身体障がい者手帳所持者数は増加を続け、平成23（2011）年から平成27（2015）

年までは増加し続けていましたが、平成28（2016）年に減少に転じて以降、増減を経

て、令和２（2020）年４月１日現在では5,333人となっています。うち18歳未満が

67人、18歳以上が5,266人となっています。また、18歳以上のうち、65歳以上の高

齢者が3,815人で、全体の71.5％を占めています。 

身体障がい者手帳所持者数の増加の伸びは、平成23（2011）年以降でみると、年平

均19人程度の増加となっています。 

■身体障がい者手帳所持者数の推移 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

② 障がいの程度別手帳所持者数 

１級及び２級の重度の人は、令和２（2020）年４月１日現在で2,484人となって

おり、平成23（2011）年から増加傾向を経て近年横ばいにあります。また、身体障

がい者手帳所持者総数に占める重度率は46.6％で、平成23（2011）年以降、年に

より上下の変動はあるものの、概ね46％台で推移しています。 

■重度率の推移 

年次 

項目 

平成23 

(2011)年 

平成24 

(2012)年 

平成25 

(2013)年 

平成26 

(2014)年 

平成27 

(2015)年 

平成28 

(2016)年 

平成29 

(2017)年 

平成30 

(2018)年 

平成31 

(2019)年 

令和2 

(2020)年 

重度率（％） 46.6 46.1 46.0 45.8 46.0 46.2 46.8 46.9 46.5 46.6 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 
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－１１－ 

■障がいの程度別 身体障がい者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

 

③ 障がいの種類別身体障がい者手帳所持者数の構成 

令和２（2020）年４月１日現在の障がいの種類別身体障がい者手帳所持者数の構

成をみると、肢体不自由が最も多く52.7％と、半数を超えています。次いで「内部障

がい※」が29.2％、「聴覚・平衡機能障がい」が10.1％、「視覚障がい」が6.8％、「音

声・言語・そしゃく機能障がい」が1.3％となっています。 

■障がいの種類別 身体障がい者手帳所持者の構成 
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資料：障がい福祉課調べ（令和２（2020）年４月１日現在） 
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－１２－ 

④ 身体障がい者手帳所持者の対人口割合 

身体障がい者手帳所持者の総人口に対する割合（以下、対人口割合といいます。）は、

平成23（2011）年が3.97％で、その後は概ね上昇傾向で推移し、令和２（2020）

年には4.39％となっています。 

また、平成23（2011）年、平成24（2012）年は全国平均より低く推移してい

ましたが、平成25（2013）年からは全国の値を上回って推移しています。 

■身体障がい者手帳所持者の対人口割合の推移 

 
 

資料：門真市は障がい福祉課調べ 
                             全国は厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉行政報告例」 

注）  本市の人口は住民基本台帳（外国人含む）（各年４月１日現在） 
全国の人口は総務省統計局による人口推計値（各年４月１日現在） 
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－１３－ 

(３) 知的障がいのある人の状況 

① 療育手帳所持者数 

療育手帳所持者数は、平成23（2011）年以降、増加し続け、令和２（2020）年

４月１日現在では1,393人、うち18歳未満が336人、18歳以上が1,057人となって

います。また、18歳以上のうち、65歳以上の高齢者は80人で、全体の5.7%にすぎ

ません。 

療育手帳所持者数の増加の伸びは、平成23（2011）年以降でみると、年平均40

人程度の増加となっています。 

■療育手帳所持者数の推移 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

 

② 障がいの程度別療育手帳所持者数 

重度の人が、令和２（2020）年４月１日現在では541人で、療育手帳所持者総数

の38.8％となっています。重度者数は平成23（2011）年に比べて92人増加してい

ますが、療育手帳所持者総数が増加しているため、長期的な重度率としては低下傾向

にあります。 

■重度率の推移 

年次 

項目 

平成23 

(2011)年 

平成24 

(2012)年 

平成25 

(2013)年 

平成26 

(2014)年 

平成27 

(2015)年 

平成28 

(2016)年 

平成29 

(2017)年 

平成30 

(2018)年 

平成31 

(2019)年 

令和2 

(2020)年 

重度率（％） 45.3 42.6 43.4 42.1 43.2 41.8 41.6 40.0 40.0 38.8 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 
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－１４－ 

■障がいの程度別 療育手帳所持者数の推移 

 
資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

 

③ 療育手帳所持者の対人口割合 

療育手帳所持者の対人口割合は、平成23（2011）年が0.80％で、その後年々上

昇し、令和２（2020）年には1.14％となっています。 

また、一貫して全国平均を上回って推移しており、その差は近年0.2ポイント程度

となっています。 

■療育手帳所持者の対人口割合の推移 

 
 
資料：門真市は障がい福祉課調べ （各年４月１日現在） 

                             全国は厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉行政報告例」 
注）  本市の人口は住民基本台帳（外国人を含む）（各年４月１日現在） 

全国の人口は総務省統計局による人口推計値（各年４月１日現在） 
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－１５－ 

 (４) 重症心身障がいのある人の状況 

身体障がい者手帳の１・２級及び療育手帳のＡを所持している重度の心身障がいのあ

る人の状況をみると、18歳未満の子どもでは、平成27（2015）年の42人から減少傾

向を経て、令和２（2020）年に36人となっています。 

18歳以上の障がいのある人では、平成27（2015）年の94人から増加傾向を経て、

令和２（2020）年に106人となっています。 

重症心身障がいのある人の総数としては、平成27（2015）年の136人から増加傾向

を経て、平成31（2019）年に144人と近年のピークに達し、令和２（2020）年に142

人と減少に転じています。 

■重症心身障がいのある人の推移 

 

資料：障がい福祉課調べ （各年４月１日現在） 
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－１６－ 

(５) 精神障がいのある人の状況 

① 精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

精神障がい者保健福祉手帳所持者数は、令和２（2020）年４月１日現在では1,476

人、うち18歳未満が72人、18歳以上が1,404人となっています。また、18歳以上

のうち、65歳以上の高齢者は205人で、全体の13.9%となっています。 

精神障がい者保健福祉手帳所持者数の増加の伸びは、平成23（2011）年以降でみ

ると、年平均85人程度の増加となっています。 

なお、自立支援医療費の受給者数は、令和２（2020）年４月１日現在では2,503

人で、精神障がい者保健福祉手帳所持者の約1.7倍となっています。 

■精神障がい者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

 

② 障がいの程度別精神障がい者保健福祉手帳所持者数 

精神障がい者保健福祉手帳１級の重度の人が、令和２（2020）年４月１日現在で

89人となっています。重度者数は、平成23（2011）年の103人から14人減少して

おり、精神障がい者保健福祉手帳所持者総数の増加も大きいため、重度率としては、

平成23（2011）年の14.4％が、令和2（2020）年には6.0％と減少傾向にありま

す。 

■重度率の推移 

年次 

項目 

平成23 

(2011)年 

平成24 

(2012)年 

平成25 

(2013)年 

平成26 

(2014)年 

平成27 

(2015)年 

平成28 

(2016)年 

平成29 

(2017)年 

平成30 

(2018)年 

平成31 

(2019)年 

令和2 

(2020)年 

重度率（％） 14.4 13.5 12.6 10.6 9.5 8.4 7.7 7.4 6.9 6.0 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 
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－１７－ 

■障がいの程度別 精神障がい者保健福祉手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

 

 

③ 精神障がい者保健福祉手帳所持者の対人口割合    

精神障がい者保健福祉手帳所持者の総人口に対する割合は、平成23（2011）年が

0.55％で、その後年々上昇し、令和2（2020）年には1.21％になっています。また、

全国平均を上回って推移しており、その差が開く傾向にあります。 

■精神障がい者保健福祉手帳所持者の対人口割合の推移 

 
資料：本市は障がい福祉課調べ（各年４月１日現在） 

    全国は厚生労働省大臣官房統計情報部「保健・衛生業務報告（衛生行政報告例）」 
注）本市の人口は住民基本台帳（外国人を含む）（各年４月１日現在） 

全国は年度末交付者数から有効期限切れの人を除いた数、人口は住民基本台帳による 
（各年３月末現在） 
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－１８－ 

(６) 難病等の疾病のある人の状況 

難病自体は、約 7,000 種類があるといわれていますが、保健所による医療費助成の対

象者数は、平成 30（2018）年４月１日現在では 1,011 人、平成 31（2019）年４月

１日現在では 1,054 人、令和 2（2020）年４月１日現在では 1,067 人となっています。

対象疾患は、平成 27（2015）年１月に 110 疾病でしたが、徐々に拡大され、令和元

（2019）年には 333 疾病となっています。 

また、令和 2（2020）年４月１日現在の対象者数 1,067 人のうち、身体障がい者手帳

を所持している人が 527 人、手帳を所持していない人が 540 人となっており、手帳所持

者には、これまでの障害者自立支援法による障がい福祉サービスの受給者も含まれます。 

難病等のみによる障がい福祉サービスの利用者数は、令和 2（2020）年４月１日現在

では、7 人に増加しています。 

障害者総合支援法によるサービスの対象病は、平成 27（2015）年１月に 151 疾病と

なっており、さらに令和元（2019）年の 7 月現在、361 疾病に拡大されたことにより、

平成 26（2014）年４月１日現在の２人から７人に増加しています。 

 

■保健所による医療費助成対象者数（難病等）の推移 

年月日 

項目 

平成29 
（2017）年 
4月1日 

平成30 
（2018）年 
4月1日 

平成31 
（2019）年 
4月１日 

令和2 
（2020）年 
4月1日 

対象者数（人） 1,108 1,011 1,054 1,067 

 

■難病法に基づく医療費助成対象疾病（指定難病） 

年月日 

項目 

平成27 
（2015）年 

１月１日から 

平成27 
（2015）年 

７月１日から 

平成29 
（2017）年 

４月１日から 

平成30 
（2018）年 

４月１日から 

令和元年 
（2019）年 

７月１日から 

疾病数 110 306 330 331 333 

   注）治療方法の確立等に資するため、難病患者データの収集を効率的に行い治

療研究を推進することに加え、効果的な治療方法が確立されるまでの間、長

期の療養による医療費の経済的な負担が大きい患者を支援する制度 

 

        ■障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス対象疾病（難病等） 

年月日 

項目 

平成27 
（2015）年 

１月１日から 

平成27 
（2015）年 

７月１日から 

平成29 
（2017）年 

４月１日から 

平成30 
（2018）年 

４月１日から 

令和元年 
（2019）年 

７月１日から 

疾病数 151 332 358 359 361 

 



 

－１９－ 

３ アンケート調査からみた現状と課題 

 

(１) アンケート調査からみた問題点や課題 

「障がい児（者）福祉に関するアンケート調査」結果から、障がいのある人の生活の

様子と課題についてみます。アンケート調査の概況は、次のとおりです。 

■「障がい児（者）福祉に関するアンケート調査」の実施概要 

 調査区分 

 障がい児調査 障がい者調査 

（１）調査地域 門真市全域 

（２）調査対象 

令和元（２０１９）年１２月１

日現在、身体障がい者手帳、療

育手帳、精神障がい者保健福祉

手帳を所持する １８歳未満の

方（悉皆調査※） 

令和元（２０１９）年１２月１日

現在、身体障がい者手帳、療育手

帳、精神障がい者保健福祉手帳を

所持する １８歳以上６４歳以

下の方 

（３）抽出方法 全員（悉皆調査） 年齢別の層化無作為抽出 

（４）配布数 ３８４ 件 ２,６１６ 件 

（５）有効回収数 

［有効回収率］ 

１７５ 件 

［ ４５.６ ％ ］ 

１,１９１ 件 

［ ４５.５ ％ ］ 

（６）調査方法 郵送配布・郵送回収 

（７）調査期間 令和２（２０２０）年  １月１７日（金）～ ２月７日（金） 

※悉皆（しっかい）調査とは、対象となる人を全て調べる調査のことです。 

 

■「障がい児（者）福祉に関する事業所・団体アンケート調査」の実施概要 

 調査区分 

 事業所調査 団体調査 

（１）調査地域 門真市全域（一部、近隣市の事業所を含む） 

（２）調査対象 

市内及び近隣市の 

障がい福祉サービス提供事業者、 

障がい児通所事業支援事業所 

市内の障がい児（者）団体 

（３）配布数 １１４ 事業所 ５ 団体 

（４）有効回収数 

［有効回収率］ 

５５ 件 

［ ４８．２ ％ ］ 

５ 件 

［ １００．０ ％ ］ 

（５）調査方法 
Ｅメールにて調査票送信（一部、郵送・手渡し含む）、 

Ｅメール・ＦＡＸ・郵送にて回収 

（６）調査期間 令和２（２０２０）年  １月２４日（金）～ ２月１４日（金） 



 

－２０－ 

① 障がいのある子どもの平日・休日の過ごし方 

現在の平日の過ごし方について、年齢区分別にみると、就学前では「児童発達支援、

医療型児童発達支援を利用している」が64.3％、「幼稚園、保育所などに通っている」

が53.6％、小学生該当では「放課後等デイサービスを利用している」が61.8％、「地

域の小中学校（支援学級）に通っている」が55.9％、中学生該当では「支援学校※（小

中高等部）に通っている」、「放課後等デイサービスを利用している」がともに52.9％、

高校生等該当では「支援学校（小中高等部）に通っている」が60.0％と、それぞれ多

くなっています。 

一方、希望する平日の過ごし方は、就学前及び小学生該当では「放課後等デイサー

ビスを利用している」、中学生該当及び高校生等該当では「支援学校（小中高等部）に

通っている」が、それぞれ最も高くなっています。 

■障がいのある子どもの年齢区分別 平日の過ごし方 
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7.5 

12.5 
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2.5 

7.5 

5.0 

10.0 

17.5 

0 25 50 75

現在

希望

高校生等該当（n=40）

(MA%)20.6 

29.4 

52.9 

0.0 

0.0 

0.0 

52.9 

8.8 

17.6 

8.8 

2.9 

2.9 

2.9 

23.5 

0.0 

0.0 

26.5 

8.8 

52.9 

0.0 

11.8 

2.9 

41.2 

5.9 

17.6 

14.7 

0.0 

2.9 

8.8 

5.9 

8.8 

2.9 

0 25 50 75

中学生該当（n=34）

23.5 

55.9 

26.5 

0.0 

0.0 

7.4 

61.8 

0.0 

4.4 

10.3 

1.5 

19.1 

0.0 

5.9 

2.9 

1.5 

22.1 

38.2 

26.5 

0.0 

2.9 

8.8 

47.1 

2.9 

7.4 

23.5 

4.4 

23.5 

7.4 

0.0 

2.9 

10.3 

0 25 50 75

小学生該当（n=68）

7.1 

7.1 

7.1 

53.6 

0.0 

64.3 

25.0 

0.0 

0.0 

3.6 

0.0 

7.1 

0.0 

14.3 

3.6 

0.0 

10.7 

17.9 

17.9 

35.7 

3.6 

21.4 

46.4 

0.0 

0.0 

17.9 

3.6 

14.3 

0.0 

10.7 

3.6 

3.6 

0 25 50 75

地域の小中学校(普通学級)､

高校に通っている

地域の小中学校(支援学級)

に通っている

支援学校(小中高等部)

に通っている

幼稚園、保育所など

に通っている

専門学校、職業訓練校など

に通っている

児童発達支援、医療型児童

発達支援を利用している

放課後等デイサービスを

利用している

日中一時支援事業を

利用している

部活やサークル活動に

参加している

友だちと外で遊んだり､

スポーツをする

公民館や図書館などを

利用する

塾や習いごとに行く

移動支援を利用している

家や施設、病院の中で

過ごしている

その他

無回答

就学前（n=28）



 

－２１－ 

現在の休日の過ごし方について、いずれも「家や施設、病院の中で過ごしている」

が最も多くなっています。また、小学生該当では「放課後等デイサービスを利用して

いる」が42.6％と高くなっています。 

一方、希望する休日の過ごし方としては、就学前及び中学生該当では「家や施設、

病院の中で過ごしている」、小学生該当及び高校生等該当では「友だちと外で遊んだり、

スポーツをする」が、それぞれ最も多くなっている。 

■障がいのある子どもの年齢区分別 休日の過ごし方 
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高校生等該当（n=40）

(MA%)0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

17.6 

2.9 

14.7 

17.6 

2.9 

5.9 

2.9 

85.3 

2.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

17.6 

14.7 

14.7 

38.2 

2.9 

5.9 

20.6 

41.2 

2.9 

8.8 

0 25 50 75 100

中学生該当（n=34）

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.4 

42.6 

1.5 

0.0 

19.1 

2.9 

13.2 

0.0 

52.9 

16.2 

4.4 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.8 

39.7 
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45.6 

10.3 

19.1 

10.3 

30.9 
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10.3 
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小学生該当（n=68）

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

10.7 

14.3 

0.0 

0.0 

21.4 

3.6 

7.1 

0.0 

71.4 

21.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.6 

28.6 

3.6 

0.0 

46.4 

3.6 

17.9 

3.6 

50.0 

7.1 

3.6 

0 25 50 75 100

地域の小中学校(普通学級)､

高校に通っている

地域の小中学校(支援学級)

に通っている

支援学校(小中高等部)

に通っている

幼稚園、保育所など

に通っている

専門学校、職業訓練校など

に通っている

児童発達支援、医療型児童

発達支援を利用している

放課後等デイサービスを

利用している

日中一時支援事業を

利用している

部活やサークル活動に

参加している

友だちと外で遊んだり､

スポーツをする

公民館や図書館などを

利用する

塾や習いごとに行く

移動支援を利用している

家や施設、病院の中で

過ごしている

その他

無回答

就学前（n=28）



 

－２２－ 

② 生活する上で困っていること 

障がいのある人が、困っていることや心配に思っていることでは、「家族がいなくな

った時の生活」が45.9％と最も高く、次いで「障がいや病気に関すること」が40.1％、

「生活費などのやりくり（金銭管理)」が33.9％、「災害など緊急時の対応」が32.4％

となっています。 

前回調査と比べると、「利用できる福祉制度やサービスの内容など」（今回23.1％、

前回14.6％）が8.5ポイント、「災害など緊急時の対応」（前回24.5％）が7.9ポイン

トの上昇となっています。 

■障がいのある人の困りごと・心配なこと／前回調査との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.9 

40.1 

33.9 

32.4 

23.1 

18.1 

13.1 

12.1 

8.0 

5.6 

8.9 

44.6 

44.5 

30.2 

24.5 

14.6 

13.5 

9.3 

11.4 

7.0 

5.0 

14.1 

0 10 20 30 40 50

家族がいなくなった時の生活

障がいや病気に関すること

生活費などのやりくり（金銭管理)

災害など緊急時の対応

利用できる福祉制度やサービスの内容など

職場や仕事のこと

趣味や余暇の過ごし方など

家族からの独立

進学や訓練、就職などの進路のこと

その他

無回答

今回調査（n=1,191)

前回調査（n=989)

(MA%)



 

－２３－ 

③ 障がいのある人の就労意向 

障がいのある人の今後働くことについての考えでは、「障がいや病気などで働くこ

とができない」が29.1％と最も高く、「障がいのある人に配慮された一般の職場で働

きたい」が19.6％などとなっています。 

前回調査と比べると、「障がいのない人と一緒に一般の職場で働きたい」（今回

11.2％、前回13.9％）が2.7ポイント低下しているのに対し、「障がいのある人に配

慮された一般の職場で働きたい」（今回19.6％、前回17.6％）は2.0ポイント、「一般

の職場ではなく、障がいのある人のための施設で仲間と仕事をしたい」（今回11.0％、

前回8.3％）は2.7ポイントの上昇となっています。 

■障がいのある人の就労意向／前回調査との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.2 

19.6 

11.0 

29.1 

4.3 

12.5 

1.9 

22.6 

13.9 

17.6 

8.3 

34.8 

9.7 

18.4 

8.7 

18.9 

0 10 20 30 40

障がいのない人と一緒に一般の職場で働きたい

障がいのある人に配慮された一般の職場で働きたい

一般の職場ではなく、障がいのある人のための

施設で仲間と仕事をしたい

障がいや病気などで働くことができない

働きたくない、働くつもりはない

わからない、まだ考えたことがない

その他

無回答

今回調査（n=690)

前回調査（n=618)

(3LA%)



 

－２４－ 

47.4 

45.7 

34.3 

28.6 

9.1 

6.3 

16.6 

43.5 

35.2 

45.4 

40.7 

21.3 

2.8 

12.0 

0 10 20 30 40 50

福祉の専門職を配置した相談窓口

家族の悩みを受け止める相談員

障がいにかかわる診断や治療・ケアに関する

医療面での相談窓口

同じ障がいのある相談員によるカウンセリング

休日や夜間の電話相談窓口

その他

無回答

今回調査（n=175)

前回調査（n=108)

(MA%)

④ 今後の相談支援体制に希望すること 

今後の相談支援体制についての希望としては、「福祉の専門職を配置した相談窓口」

が 47.4％、「家族の悩みを受け止める相談員」が 45.7％と高く、前回調査から上昇し

ています。一方、そのほかの項目は、いずれも 10 ポイント以上低くなっています。 

■障がいのある子ども 相談支援体制への希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の相談支援体制についての希望としては、「障がいにかかわる診断や治療・ケア

に関する医療面での相談窓口」が 30.5％と最も高くなっています。前回調査と比べ「家

族の悩みを受け止める相談員」（今回 21.1％、前回 15.8％）が 5.3 ポイント上昇して

います。 

■障がいのある人 相談支援体制への希望 
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22.3 

33.9 

22.3 

15.8 

27.2 
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5.4 

24.0 

0 10 20 30 40

障がいにかかわる診断や治療・ケアに関する

医療面での相談窓口

福祉の専門職を配置した相談窓口

家族の悩みを受け止める相談員

休日や夜間の電話相談窓口

同じ障がいのある相談員によるカウンセリング

その他

無回答

今回調査（n=1,191)

前回調査（n=989)

(MA%)



 

－２５－ 

40.0 

30.9 

12.7 

5.5 

0.0 

12.7 

47.3 

56.4 

23.6 

32.7 

12.7 

16.4 

0.0 

0.0 

0 20 40 60

相談窓口の設置や職員の配置

定期的なケアカンファレンスの開催

サービス利用者の満足度調査の実施

自己評価の積極的な開示

外部評価の導入・開示

サービス提供マニュアルの作成

サービス担当者会議への参加

同事業者との交流機会への参加

他業種事業者等との交流機会への参加

応対・接遇研修の実施

苦情に対する組織的な対応策

その他

特に取り組んでいない

無回答

(3LA%)
(n=55)

 (２) 障がい児（者）福祉に関する事業所・団体アンケート調査から 

本計画の策定にあたり、その基礎資料とするため、障がい児（者）福祉に関する事業

所・団体を対象としたアンケート調査を実施しました。いただいた回答の中から、計画

に関連する主な結果をあげます。 

 

⓵ サービスの質向上に向けた取組 

サービスの質の向上のために重点的に取り組んでいることは、「同事業者との交流機

会への参加」が 56.4%と最も高く、次いで、「サービス担当者会議への参加」が 47.3%、

「相談窓口の設置や職員の配置」が 40.0%となっています。 

■ サービスの質向上のために取り組んでいること 事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－２６－ 

② 改善したい経営上の課題 

円滑な事業運営のために、改善したい経営上の課題は、「支援員の確保」が 54.5%と

最も高く、次いで、「利用者の確保」、「職員の資質向上」がそれぞれ 49.1%、「サービ

スの内容や質の向上」、「報酬単価の低さ」がそれぞれ 45.5%となっています。 

■改善したい経営上の課題 事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.1 

45.5 

54.5 

7.3 

10.9 

49.1 

23.6 

36.4 

18.2 

23.6 

10.9 

45.5 

9.1 
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0 20 40 60

利用者の確保

サービスの内容や質の向上

支援員の確保

事務職員の確保

労働条件の改善

職員の資質向上

施設・設備の改善

事務作業量増大への対応

事業運営のための情報の入手

市等関係機関との連携

市民、近隣住民の理解

報酬単価の低さ

経営ノウハウの習得

特に経営上の課題はない

その他

無回答

(MA%)
(n=55)



 

－２７－ 

③ 障がい福祉サービスに対する事業所の意見 

●行政、事業所間、教育現場との連携、情報共有について 

・市や他事業所からの情報がなくどのようなニーズがあるかわからない 

・利用者情報、見学や体験希望者を紹介してほしい 

・解決の難しい課題・問題について、市に実情を聞いてほしい 

・本人、家族を含めて解決したい事項を、誰とどのように解決していくか 

・門真地域での活動を事業所間で協力したい 

・成人事業所への移行時に、必要な支援が継続できなくなっている 

・学校の障がい福祉サービスへの理解を深め、連携に協力してほしい 

●計画相談支援（相談支援員）について 

・相談支援事業所の事業運営の安定、相談支援専門員が余力を持って計画相談にあ

たれる体制づくりが必要 

・相談支援員という役職について学校への周知が不足している 

・計画相談については状況をみながら受け入れていきたい 

●入所施設の充実 

・利用者や保護者の高齢化で生活の場のニーズが拡大している、グループホームや

入所施設等が充実するような制度づくりを 

・短期入所に関しては社会資源※がない 

●利用者との関係づくり 

・ケア時間の変更等が多々あり計画通りにサービス提供できない 

・保護者との付き合い方で困ることがある 

●その他 

・移動支援の単価が安い、周囲の市町村の動向を確認しつつ調整が必要 

・ヘルパーの人材不足、支給決定を受けてもヘルパーを確保できない 

・医療的ケア※のニーズに対応する事業所が少ない 

・就労移行支援サービスの認知がなく、なかなか利用に至らない 

・２ヶ月に１回度程度の研修の実施（虐待防止、障がい啓発、福祉施策など） 

・医療的配慮が必要な障がい者の相談窓口を設けてほしい 

・自主製品の販売等で障がい者への協力・配慮が不十分 

・福祉対象児の不登校支援は制度の隙間になっている 
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④ 団体において、活動する上で困っていること 

障がい福祉に関する団体を対象にしたアンケート調査では、主に記述式の回答を得

られましたが、「活動する上で困っていること」について意見を整理したところ、以下

のような困り事が挙げられます。 

■活動上の困りごと 団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

4

4

3

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

3

0 1 2 3 4 5

新規メンバーの加入が少ない

役員のなり手がいない

メンバーに世代などの偏りがある

活動がマンネリ化している

メンバーが仕事・家事などで忙しい

時間的な負担が大きい

障がい者のニーズに合った活動ができていない

他の団体と交流する機会が乏しい

財源の確保が難しい

地域団体との連携が取りにくい

体力的な負担が大きい

活動メンバーの専門性が不足している

情報発信する場や機会が乏しい

会議や活動の場所の確保が難しい

財源の確保が難しい

その他

（件）



 

－２９－ 

⑤ 暮らしやすいまちづくりのために力を入れるべきこと（団体） 

・障がい者に適した住居の確保(公営住宅やグループホームの整備など) 

・防犯・防災体制の充実 

・地域における障がいや障がい児（者）に対する理解の推進 

・在宅で受けられる生活支援サービスの充実 

・障がいの特性を理解し、子どもの可能性を伸ばすような教育・療育の推進 

・さまざまな障がいのある人がコミュニケーションを取れる環境整備 

・教育現場での障がいのある人に対する理解を深めるような福祉教育の推進 

・就労や雇用の促進 

・外出支援サービスの充実 

・利用しやすい道路や交通機関などの整備・改善 

・相談支援や権利擁護の推進 

・地域に住む人が力をあわせて障がいのある人を支えていく体制づくり 

・就労するための訓練 

・福祉サービスの案内やインターネットによる広報など、情報提供の充実 

・生活習慣病の予防など健康づくりの推進 

・在宅で医療的ケアなどが適切に受けられるための支援 

・医療・リハビリテーション体制の充実 

・ユニバーサルデザインの推進 

・障がいの早期発見・早期治療(療育)を考えた早い段階での適切な対応 

 

 

⑥ 今後の障がい福祉施策の推進に関する団体の意見  

・行政による福祉の充実強化 

・「手話言語条例」の制定により、障がい特性への理解を広める 

・未就学児や乳幼児に対しては、保護者を含めて「言語としての手話」の獲得が最

重要課題。大阪府の施策と連携して、聴覚障がいを持つ新生児とその保護者の手

話言語獲得の支援ができる体制の構築を望む 

・知的障がい当事者の家族が支援できなくなった時の対応が必要 

・重度障がい児（者）のための福祉サービス事業所 

・地域社会の希薄化により、障がいのある人は地域の取組やイベントなどに参加が

しづらい状況 

・弱い立場の人が暮らしやすい地域になるよう基礎的環境整備を推進 

・合理的配慮※の提供を発信できない障がい特性を理解してほしい 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１ 計画の理念と基本的な視点 

計画の理念については、すべての障がいのある人の総合的な分野の計画である「門真市

第４次障がい者計画」の基本理念である『一人ひとりの個性が輝き、誰もが安心していき

いきと暮らし、支え合う共生のまち かどま』を踏まえ、すべての障がいのある人が個人の

尊厳にふさわしい日常生活または社会生活を営むことができるよう、一人ひとりに合った

必要な支援の体制づくりをめざします。 

同時に、行政のみならず、地域住民、ボランティア団体、障がいのある当事者、サービ

ス提供事業所、医療・福祉・保健・教育・就労等関係機関等が連携・協力し合い、障がい

のある人もない人も相互に人格と個性を尊重しながら共に生きる社会づくりをめざします。 

また、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画を総合的に推進するため、次の４つの点を

重視します。 

①  障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

「地域共生社会※」を実現するため、障がいのある人の自己決定を尊重し、その意思

決定の支援に配慮するとともに、必要な訪問系サービスや日中活動系サービスの提供

の確保に努めます。また、障がいのある人が必要な障がい福祉サービス及びその他の

支援を受けながら、自立と社会参加が促進できるよう、障がい福祉サービス及び障が

い児通所支援等の提供体制の整備を進めます。 

② 障がい種別によらない一元的※な障がい福祉サービス等の実施 

障がい者手帳の所持者に限らず、発達障がいのある人や強度行動障がいのある人、

高次脳機能障がいのある人、難病等の疾患及び障がいのある子どもが、身近な地域で

障がい種別によらない一元的なサービスを受けることができるように、市が実施主体

の基本となり、サービスの充実に努めます。また、障がい福祉サービス等の活用が促

進されるように、障がいのある人及びその家族等に必要な情報提供を進めるとともに、

相談支援と一体的に行う就労支援、居住支援など多様な社会参加に向けた支援体制の

構築をめざします。 

③ 包括的ケアのシステムづくりの推進 

障がいのある人の自立支援の観点から、引き続き、地域生活への移行や地域生活の

維持、就労支援など、総合的に支えるため、地域生活支援の拠点づくりをはじめ、相

談体制、地域住民や団体等との連携による共生社会づくり、また、介護・医療・福祉・

教育等との連携など、地域の社会資源を最大限に活用した包括的なケアのためのシス

テムづくりを進めます。 
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④ 障がいのある子どもの健やかな育成のための発達支援 

障がいのある子どもの健やかな育成を支援するため、障がい種別にかかわらず質の

高い専門的な発達支援を行う障がい児通所支援等の充実を図るとともに、地域社会へ

の参加や「共に学び、共に育つ」教育環境の充実に努め、ライフステージ※に沿った、

切れ目のない一貫した支援体制の構築をめざします。 
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① 施設入所者の地域生活への移行 

国基準に沿った目標設定とし、令和元年度末時点の施設入所者数の6％以上が

令和5年度末までに地域生活へ移行することを基本として設定 

② 施設入所者の削減数 

国基準に沿った目標設定とし、令和元年度末時点の施設入所者数から令和5年

度末までに1.6％以上削減することを基本として設定 

 

。 

２ 第６期障がい福祉計画における成果目標 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮

し、元号のみの表記としています。 

 

(１) 施設入所者の地域生活への移行 
 

 

施設入所者の地域生活への移行者数についての第５期計画の目標値は７人でしたが、

平成30年度及び令和元年度の累計は３人で、令和２年度においても目標の達成は難し

い状況です。 

施設入所者の削減数の目標値２人に対し、平成30年度及び令和元年度の累計は８人

で、目標は達成しています。 

■第５期計画の実績 

項  目 数値 考 え 方 

実績値 

平成28年度末の入所者数78

人からグループホーム等への

地域生活移行者数 

3人 
平成30年度及び令和元年度の累
計：3人 
（目標値：令和２年度末 7人） 

施設入所者の削減数 8人 

平成28年度末の入所者数78人と

平成30年度及び令和元年度末の入

所者数の比較による累計：8人 

（目標値：令和２年度末 ２人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所者の地域生活への移行について、大阪府の基本的な考え方や実績、ニーズ等

を踏まえ、令和元年度末時点の施設入所者70人のうち５人と設定しました。これは、令

和元年度末時点の施設入所者の7.1％となります。 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第６期計画の目標 

■第５期計画の検証 
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精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の平均を

316日以上とする（都道府県が設定）【新規】 

令和5年度末の精神病床における1年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未

満）を目標値として設定（目標値は入院受療率等に基づく算定値から各都道府県

で設定） 

入院後3か月時点の退院率を69％以上、入院後6か月時点の退院率を86％以

上、入院後1年時点の退院率を92％以上とする（都道府県が設定） 

. 

 

。 

施設入所者の削減数については、大阪府の基本的な考え方を踏まえ、地域移行者や新

たに施設入所が見込まれる人数等を勘案しながら、令和5年度末までに削減する施設入

所者数の成果目標を1人と設定しました。 

■第６期計画における目標設定 

項  目 数値 考 え 方 

基準値 
令和元年度末時点の入所者数       

（Ａ） 
70人 令和元年度末時点の施設入所者数 

目標値 
①令和5年度末の地域生活移

行者数（Ｂ） 

5人 
施設入所からグループホーム等へ

移行した者の数 

7.1％ 移行割合（Ｂ/Ａ） 

目標値 
②令和5年度末の削減見込数      

（Ｃ） 

1人 施設入所者の削減見込数 

1.4％ 削減割合（Ｃ/Ａ） 

 

 

(２) 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム※の構築 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

  

国の基準に沿った目標設定とし、令和2年度末までに全ての市町村ごとに保健・医療・

福祉関係者による協議の場を設置することを目標とし、令和2年度に「門真市地域移行

地域定着支援会議」を協議の場として活用し、事例、検証などを行うこととしました。 

 

 

令和元年度6月末日時点の精神病床における1年以上の長期入院患者数が79人で

あるため、大阪府の基本的な考え方や実績、ニーズ等を踏まえ、令和5年6月末日時

点の長期入院患者数を75人と設定しました。これは、令和元年6月末日時点の精神

病床における1年以上の長期入院患者数94.9%となります。また、令和5年度末の削

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第６期計画の目標 

■第５期計画の検証 



 

－３４－ 

国基準に沿った目標設定とし、地域生活支援拠点等について、令和5年度末までに

各市町村又は各圏域に少なくとも１つ以上確保しつつ、年１回以上運営状況を検証及

び検討することを目標として設定 

 

。 

減見込み数を1人とし、1.3％の削減割合を設定しました。今後も精神病床における

長期入院患者の地域移行が促進されるよう、「門真市地域移行地域定着支援会議」

を協議の場として活用し、事例検討、目標設定及び評価などを行い、地域整備に

努めます。 

■第６期計画における目標設定 

項  目 数値 考 え 方 

基準値 

令和元年６月末日時点の精神

病床における１年以上の長期

入院患者数      （Ａ） 

79人  

目標値 

①令和５年６月末日時点の精

神病床における１年以上長期

入院患者数      （Ｂ） 

75人  

94.9％ 割合（Ｂ/Ａ） 

目標値 
②令和5年度末の削減見込数      

（Ｃ） 

1人 施設入所者の削減見込数 

1.3％ 削減割合（Ｃ/Ａ） 

■第６期計画における目標設定 

 

 

 (３) 地域生活支援拠点等の整備 

 

 

 

 

 

  

平成31年４月に門真市内に地域生活支援拠点を開設し、同時に共同生活援助（グルー

プホーム）を開始するとともに、基幹相談支援センター※も移転しました。令和元年10

月には短期入所が開始されました。 

事項 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場

の開催回数 
回/年 １ １ １ 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場

の参加者数 
人/年 15 15 15 

保健・医療及び福祉関係者による協議の場

における目標設定および評価の実施回数 
回/年 1 1 1 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第５期計画の検証 
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①  一般就労への移行者数の増加 

  国の目標設定の考え方及び大阪府の実績等を踏まえ、令和5年度中の一般就労

への移行実績を令和元年度実績の1.27倍以上とすることを目標として設定 

② 就労移行支援事業等の利用者数 

国基準に沿った目標設定とし、令和5年度中の就労移行支援利用者数を令和元

年度実績の1.30倍以上とすることを目標として設定 

また、令和5年度中の就労継続支援A型利用者数を令和元年度実績の1.26倍以

上とすることを目標として設定【新規】 

令和5年度中の就労継続支援B型利用者数を令和元年度実績の1.23倍以上と

することを目標として設定【新規】 

③ 就労移行支援事業所ごとの就労移行率の増加 

  国基準に沿った目標設定とし、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行

者のうち７割が就労定着支援事業を利用することを目標として設定 

④ 就労定着支援による就労定着率の増加 

国基準に沿った目標設定とし、就労定着支援事業所のうち就労定着率が８割以

上の事業所を全体の７割以上とすることを目標として設定 

平 

すでに平成3１（201９）年４月にグループホーム（14床）、短期入所（6床）、相談

支援等、居住支援のための機能を集約した多機能型の地域生活支援拠点を設置しており

ます。地域生活支援拠点における地域移行や親元からの自立等を目指すための体験の機

会・場の提供などを含めた質の向上を図るとともに、地域との交流機会の確保など、適

切な運営を図るため、年1回運営状況及び検証を行うため門真市障がい者地域協議会に

て協議を行います。 

 

 

 (４) 福祉施設から一般就労への移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

        

 

 

 

 

 

 

福祉施設から一般就労への移行者数の目標値35人に対し、平成30年度末が18人、令

和元年度末が29人で、令和元年度末時点の目標達成率は82.9％となっています。 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第６期計画目標 

■第５期計画の検証 
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就労移行支援事業利用者数の目標107人に対し、平成30年度末で70人、令和元年度

末では46人で、令和元年度末時点の目標達成率は43.0％となっています。 

就労移行率が３割以上の就労移行支援事業所の割合の目標が５割以上に対し、平成

30年度末では2割、令和元年度末では5割となっており、目標を達成しています。 

■第５期計画の実績 

項  目 数値 考 え 方 

目標値 
令和2年度末の 

一般就労移行者数 
35人  

実績値 

平成30年度の 

一般就労移行者数 
18人 達成率：51.4％ 

令和元年度の 

一般就労移行者数 
29人 達成率：82.9％ 

目標値 
令和2年度末の 

就労移行支援事業利用者数 
107人  

実績値 

平成30年度の 

就労移行支援事業利用者数 
70人 達成率：65.4％ 

令和元年度の 

就労移行支援事業利用者数 
46人 達成率：43.0％ 

目標値 
令和2年度の就労移行率３割以

上の事業所の割合 

５割 

以上 
 

実績値 

平成30年度の就労移行率３割以

上の事業所の割合 
2割  

令和元年度の就労移行率３割以

上の事業所の割合 
5割  

 

 

 

福祉施設から一般就労への移行者数については、令和元年度の実績が29人であるこ

とから、第６期の目標値を1.27倍以上の41人に設定します。 

就労移行支援事業の利用者数については、令和元年度末の利用者数が19人であるこ

とから、第６期の目標値を1.30倍以上の27人に設定します。 

就労継続支援A型利用者数については、令和元年度の実績が8人であることから、第６

期の目標値を1.26倍以上の11人に設定します。 

就労継続支援B型利用者数については、令和元年度末の利用者数が2人であることか

ら、第６期の目標値を1.23倍以上の3人に設定します。 

就労定着支援事業の利用者数については、令和元年度末の利用者数が29人であるこ

とから、第６期の目標値は、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち就

労定着支援事業の利用者が7割になることとします。 

職場定着率については、国及び大阪府の基本的な考え方に準じて、就労定着支援事業

所のうち就労定着率が８割以上の事業所が7割以上になることとします。 

■第６期計画の目標 



 

－３７－ 

 

■第６期計画における目標設定 

項  目 数値 考 え 方 

基準値 
福祉施設から一般就労への 

移行者数         （Ａ） 
29人 

令和元年度において、福祉施設から

一般就労に移行した者の数 

目標値 

①目標年度（令和5年度）の 

一般就労移行者数 

  （Ｂ） 

41人 
令和5年度中に、福祉施設から一般

就労に移行する者の数 

1.27倍

以上 
（Ｂ/Ａ） 

基準値 
就労移行支援事業の利用者数 

         （Ｃ） 
19人 

令和元年度末時点の一般就労に移

行した就労移行支援事業の利用者

数 

目標値 

②目標年度（令和5年度）の就

労移行支援事業利用者数       

（Ｄ） 

27人 
令和5年度における一般就労に移

行した就労移行支援事業利用者数 

1.30倍 

以上 
（Ｄ/Ｃ） 

基準値 
就労継続支援A型利用者数 

         （Ｃ） 
8人 

令和元年度末時点の一般就労に移

行した就労継続支援A型の利用者

数 

目標値 

③目標年度（令和5年度）の就

労継続支援A型利用者数       

（Ｄ） 

11人 
令和5年度における一般就労に移

行した就労継続支援A型利用者数 

1.26倍 

以上 
（Ｄ/Ｃ） 

基準値 
就労継続支援B型利用者数 

         （Ｃ） 
2人 

令和元年度末時点の一般就労に移

行した就労継続支援B型の利用者

数 

目標値 

④目標年度（令和5年度）の就

労継続支援B型利用者数       

（Ｄ） 

3人 
令和5年度における一般就労に移

行した就労継続支B型利用者数 

1.23倍 

以上 
（Ｄ/Ｃ） 

目標値 

⑤目標年度（令和2年度）の就

労定着支援事業を利用者      

（E） 

7割 
（E/令和5年度の就労定着支援事

業を利用） 

目標値 

⑥就労定着支援事業所のうち

就労定着率が８割以上の事

業所   

7割以上  

 

  



 

－３８－ 

大阪府の工賃の目標額は、個々の就労継続支援（Ｂ型）事業所において設定した

目標工賃を踏まえ設定 

各市町村は、管内の就労継続支援（Ｂ型）事業所において設定した目標工賃を踏

まえ、目標を設定 

(５) 就労継続支援（Ｂ型）事業所における工賃※の平均額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労継続支援（Ｂ型）事業所の工賃について、平成28年度実績の7,085円の約13％

増の8,842円に設定し、平成30年度平均工賃は9,673円、令和元年度の平均工賃は

9,645円と目標工賃を大幅に上回っています。 

■第５期計画の実績 

項  目 数値 考 え 方 

実績値 

平成30年度の工賃の平均額 9,673円 
平成 28 年度実績の 24 ％増  

達成率：109％ 

令和元年度の工賃の平均額 9,645円 
平成28年度実績の23.5％増  

達成率：109％ 

                          

 

 

令和5年度の工賃の平均額について、管内事業所の実績及び目標を踏まえ、令和元年

度実績の9,645円の約10%増の10,609円と設定します。 

■第６期計画の目標 

項  目 数値 考 え 方 

目標値 令和5年度の工賃の平均額 
  

10,609円 令和元年度実績の10％増 

 

 

  

＜成果目標に関する大阪府の基本的な考え方＞ 

■第５期計画の検証 

■第６期計画の目標 



 

－３９－ 

令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な相談支援

の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを目標に設

定。令和5年度末までに基幹相談支援センターをすべての市町村において設置する。 

令和５年度末までに、市町村において障がい福祉サービス等の質を向上させるた

めの取組を実施する体制を構築することを目標に設定。 

(６) 相談支援体制の充実・強化等【新設】 

 

 

 

 

 

 

基幹相談支援センターは、平成26年に3月に開設しています。引き続き、基幹相談支

援センターにて地域の相談支援の中核的拠点として総合的かつ専門的な相談業務及び指

導助言を行い、関係機関とのネットワークの構築の強化、相談支援体制の充実を目指し

ます。 

■第６期計画における目標設定 

 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

地域の相談支援事業者に対する訪問

等による専門的な指導・助言件数 
件/年 76 80 84 

地域の相談支援事業者の人材育成の

支援件数 
件/年 20 21 22 

地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数 
件/年 39 40 42 

 

 

(７) 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築【新

設】 

 

 

 

 

 

 

国・大阪府の基本的な考え方を踏まえて、令和5年度末までに障がい福祉サービス等

の質を向上させるための取組を実施する体制を構築することを目指します。主に、大阪

府が実施する障がい福祉サービス等に係る研修に参加し職員の質の向上を目指します。

また、障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を分析してその結果を活用し

障がい福祉サービス事業者等と共有する体制づくりを目指します。 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第６期計画の目標 

■第６期計画の目標 



 

－４０－ 

 

■第６期計画における目標設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

障がい福祉サービス等に係る各種研修の

活用 
人/年 5 5 5 

障害者自立支援審査支払等システムによ

る審査結果の共有 

体制の

有無 
無 無 有 

障害者自立支援審査支払等システムによ

る審査結果の年間共有回数 
回/年 0 0 1 



 

－４１－ 

国基準に沿った目標設定とし、令和５年度末までに、児童発達支援センターを各

市町村に少なくとも１か所以上設置することを基本に目標を設定。 

 

。 

国基準に沿った目標設定とし、令和５年度末までに、すべての市町村において、

保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基本に目標を設定。その際に

は、(１)の目標と連動して、各市町村に設置される児童発達支援センターが保育所等

訪問支援の実施主体となるよう努められたい。 

 

。 

 

３ 第２期障がい児福祉計画における成果目標 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮し、

元号のみの表記としています。 

 

(１) 児童発達支援センターの整備 

 

 

 

 

 

令和2年度末までに児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１箇所以上設置す

ることを基本に目標を設定し、すでに平成26年度に福祉型児童発達支援センターとし

て「門真市立こども発達支援センター」を開設しました。障がい児支援の拠点施設とし

て就学前の障がいのある子どもに対する通園事業のほか、保育所等訪問支援、発達障が

い児個別療育事業※等を実施しています。 

 

 

障がい児支援の拠点として、「門真市立こども発達支援センター」で、就学前の障 

がいのある子どもに対する通園事業のほか、保育所等訪問支援、発達障がい児個別療

育事業を実施しています。今後も障がいの重度化・多様化に対する専門的機能の強化

や重層的な障がい児通所支援の各事業の充実を図るとともに、保護者ニーズや社会情

勢の変化等への対応を検討していきます。また、市内の児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービスとのスキルアップを目指した交流を図るなど、療育の質の向上を目

指した取り組みを進めます。 

 

 

 (２) 保育所等訪問支援 

 

 

 

 

 

 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第２期計画の目標 

■第１期計画の検証 



 

－４２－ 

令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも1か所以上確保することを基

本に目標を設定。 

大阪府内の重症心身障がい児の人数（令和元年7月1日時点2,342人）を参考に

して示された必要整備箇所数を各市町村の対象児童数に応じて按分した数を踏ま

えて、市町村ごとに目標を設定。 

 

。 

 

 

令和2年度末までに児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１箇所以上設置す

ることを基本に目標を設定し、すでに平成26年度に福祉型児童発達支援センターとし

て「門真市立こども発達支援センター」を開設し、障がい児支援の拠点施設として就学

前の障がいのある子どもに対する通園事業のほか、保育所等訪問支援、発達障がい児個

別療育事業等を実施しています。 

 
 

平成26年度の門真市立こども発達支援センター開設と同時に、保育所等訪問支援を

開始しました。当初、公私立保育所・幼稚園に通う子どもの保護者からの利用依頼が大

半を占めていましたが、子どもの成長に合わせて小学生の利用が増加しています。今後

についても、保護者のニーズを踏まえた上で、保育所等訪問支援の充実に努めます。 

 

 

(３) 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所を1箇所、放課後等デイサービス事

業所について２箇所設置することを目標としていました。児童発達支援事業所について

は、従前より門真市立こども発達支援センターで実施しております。放課後等デイサー

ビス事業所については、現在、重症心身障がい児を支援する事業所は市内に１箇所あり、

障がい福祉圏域としては5箇所の事業所があるため、これらの事業所を活用した支援を

行ってまいりました。 

 

 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業を現時点で令和５年度までに1箇所整

備することに関しては従前より門真市立こども発達支援センターで実施しており、達成

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第２期計画の目標 

■第２期計画の目標 

■第１期計画の検証 

■第１期計画の検証 



 

－４３－ 

国基準に沿った目標設定とし、令和５年度末までに、保健、医療、障がい福祉、

保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的

ケア児等に関するコーディネーター※を配置することを基本に目標を設定。 

また、大阪府の基本的な考え方では、医療的ケア児支援のための関係機関の協議

の場に、令和５年度末までに、関連分野の支援を調整するコーディネーターを地域

の実情に応じて福祉関係１名、医療関係１名配置する」となっている。 

 

。 

しています。放課後等デイサービス事業所につきましては、令和５年度末における主に

重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所数を2か所とします。現在、

市内に1箇所、障がい福祉圏域としては3箇所の事業所があるため、これらの事業所を活

用した支援を行いつつ、市内事業所の確保に努め、重症心身障がい児への支援の充実を

図ります。 

 

 

(４) 保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るた

めの協議の場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所を1箇所、放課後等デイサービス事

業所について２箇所設置することを目標としていました。児童発達支援事業所について

は、従前より門真市立こども発達支援センターで実施しております。放課後等デイサー

ビス事業所については、現在、重症心身障がい児を支援する事業所は市内に１箇所あり、

障がい福祉圏域としては5箇所の事業所があるため、これらの事業所を活用した支援を

行ってまいりました。 

 

 

医療的ケアが必要な子どもへの支援については、支援を提供する施設が子ども一人ひ

とりに関わる医療機関と連携を図り、適切な支援を実施しています。また、協議の場に

ついては、これまで障がいのある子ども及び発達に課題のある子どもの支援体制の整備

を協議する場として、門真市障がい者地域協議会の専門部会である「児童専門会議」を

活用してきました。 

医療的ケア児の育ちや暮らしの支援に向けた保健、医療、障がい福祉、保育、教育等

の多職種とのさらなる協働に向けた取り組みに努めてまいります。 

また、引き続き、医療的ケア児とその家族が抱える課題解決に向けた支援、医療的ケ

＜成果目標に関する国・大阪府の基本的な考え方＞ 

■第２期計画の目標 

■第１期計画の検証 



 

－４４－ 

ア児の育ちを保障するための社会資源の開発・改善など、医療的ケアが必要な子どもへ

の包括的な支援について協議の場である児童専門会議を活用してまいります。その上で、

地域の課題や資源を抽出し、医療的ケアが必要な新生児から退院後の在宅生活を見据え

た個々の発達段階に応じた支援などの役割を担う医療的ケア児等コーディネーターを配

置することも含め、医療機関が参画している門真市障がい者地域協議会において、協議

を行います。 

  



 

－４５－ 

ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の発達障がい者やその家族等

に対する支援体制を確保する。 

 

 

 

。 

４ 第２期障がい児福祉計画における活動指標 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮

し、元号のみの表記としています。 

 

(１) ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援 

 

 

 

 

 

発達に障がいがあるこどもの早期発見・早期支援には、発達に障がいがあるこども及

びその家族等への支援が重要であることから、こども発達支援センターでは、平成27年

より3歳から10歳の障がいのある子どもの保護者に対してペアレントトレーニングを

10月から3月の期間に実施しています。平成27年度から令和元年度まで各年度6名の利

用者で推移しており、今後も同様の受講者数を見込み各年度6人としました。今後、発

達障がい者やその家族等に対する支援の一つである当事者や家族同士のピアサポート※

活動の参加についてもニーズの把握を行うとともに、発達障がい者等及び家族等に対す

る支援体制の充実に努めます。 

 

■第６期計画の目標 

 数値 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニングやペアレ

ントプログラム等の支援プログラ

ム等の受講者数（人） 

人/年 6 6 6 

 

 

 

 

 

 

＜大阪府の基本的な考え方＞ 

■計画の目標 



 

－４６－ 

第４章 事業計画 
 

１ 障害者総合支援法に基づくサービス事業体系 
 

障害者総合支援法による総合的な支援は、自立支援給付と地域生活支援事業※で構成さ

れています。平成30（2018）年４月から新たに訓練等給付に「就労定着支援」及び「自

立生活援助」の２つのサービスが加えられました。 

■サービス事業体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付 
●居宅介護（ホームヘルプ） 
●重度訪問介護 
●同行援護 
●行動援護 
●重度障がい者等包括支援 
●短期入所（ショートステイ） 
●療養介護 
●生活介護 
●施設入所支援 

訓練等給付 
●自立訓練 
●就労移行支援 
●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
●就労定着支援 
●自立生活援助 
●共同生活援助（グループホーム） 

自立支援医療 

●更生医療 

●育成医療 
●精神通院医療※ 

※実施主体は大阪府等 

補装具 

障がいのある 

人・子ども 

自立支援給付 

●理解促進研修・啓発事業 
●自発的活動支援事業 
●障がい者相談支援事業※・ 
基幹相談支援センター等機能強化事業 

●成年後見制度利用支援事業 
●成年後見制度法人後見支援事業 
●意思疎通支援事業 

地域生活支援事業 

●専門性の高い相談支援 
●広域的な対応が必要な事業 
●人材育成 

●専門性の高い意思疎通支援を
行う者の養成・派遣 

●意思疎通支援を行う者の広域
的な連絡調整・派遣調整等 

門真市 

●日常生活用具給付等事業 
●手話奉仕員養成研修事業 
●移動支援事業 
●地域活動支援センター機能強化事業 
●その他の日常生活支援、社会参加支援、 
権利擁護支援、就業・就労支援 

市町村を支援 

大阪府 

相談支援 
●基本相談支援 
●地域相談支援（地域移行支
援、地域定着支援） 

●計画相談支援 
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２ 第６期障がい福祉計画／障がい福祉サービスの見込量 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮

し、元号のみの表記としています。 

(１) 訪問系サービス 

■訪問系サービスの種類と内容 

 

①  居宅介護 

 

 

身体障がいのある人の利用者数は減少傾向であったため、令和元年度の利用者数の

見込量は微増としていましたが、実績値は増加し令和元年度、令和2年度の見込量も

上回りました。利用時間数は、月平均では1人当たり約24.4時間であり微増しました。 

知的障がいのある人の利用者数の実績値は見込量を下回っており、利用時間数も同

様に大きく下回っています。月平均では1人当たり約8.7時間であり減少しました。要

因としては、共同生活援助の利用の増加と比例し、利用者数、利用時間数がともに減

少したと考えられます。 

精神障がいのある人の利用者数は増加しており、利用時間数は月平均では1人当た

り約8.1時間となっており、微増しました。 

障がいのある子どもの利用者数は見込数を下回り年々減少していますが、利用時間

サービス名 サービス内容 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

介
護
給
付 

居宅介護 

身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がい

のある人、障がいのある子ども（難病、高次脳機能障が

い等を含む。）を対象に、居宅で入浴、排泄、食事などの

介護や家事援助を行います。重度訪問介護や重度障がい

者等包括支援の対象以外の人へのサービスです。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由の人又は知的障がい若しくは精神障が

いにより、行動上著しい困難がある人に対する居宅での 

入浴、排泄、食事の介護のほか、外出の際の移動中の介

護など、総合的な介護を行います。このサービスを利用

中の最重度の障がいのある人に対し入院時も一定の支援

が可能。 

同行援護 
視覚障がいのある人や子どもを対象に、外出時において、

移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護その

他の便宜を図ります。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動に困難があり、常

に介護の必要な人（子どもを含む。）を対象に、危険を回

避するために必要な援護や、外出時の移動中の介助等を

行います。 

重度障がい者等包括支援 

身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がい

のある人、障がいのある子どもの中で、常に介護を必要

とする程度が著しく高い人を対象に、居宅介護などの複

数のサービスを包括的に提供します。 

■第５期計画の検証 
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数は、月平均では1人当たり14.2時間であり、これまでと違い見込数を大きく上回り

ました。障がいのある子どもの利用時間数の伸びの傾向としては、医療的ケアの必要

な重症心身障がいの障がいのある子どもの利用や保護者の就労に伴うものであり、今

後も利用時間は伸びると考えられます。 

■第５期計画における居宅介護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 113 115 117  時間 2,961  3,013  3,065  

実 績 値 人 127 124 104  時間 2,843  3,030  2,808  

対見込率 ％ 112.4  107.8  88.9   ％ 96.0  100.6  91.6  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 109 112 115  時間 1,395  1,434  1,472  

実 績 値 人 127 110 92  時間 1,319  964  899 

対見込率 ％ 116.5  98.2  80.0   ％ 94.6  67.2  61.1  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 98 103 108  時間 902  948  994 

実 績 値 人 101 102 86  時間 810  827  803 

対見込率 ％ 103.1  99.0  79.6   ％ 89.8  87.2  80.8  

障 が い の 

ある子ども 

見 込 量 人 18 19 20  時間 110  116  122 

実 績 値 人 13 13 9  時間 182  185  172 

対見込率 ％ 72.2  68.4  45.0   ％ 165.5  159.5  141.0  

合計 

見 込 量 人 338 349 360  時間 5,368  5,511  5,653  

実 績 値 人 368 349 291  時間 5,154  5,006  4,682  

対見込率 ％ 108.9  100.0  80.8   ％ 96.0  90.8  82.8  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率を令和３年度

に算定した数値と令和元年度の数値を比較し令和元年度の値が多いため、令和元年度

を使用し、3人ずつ増と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

障がいのある子どもの利用者数は、平成30年度、令和元年度が横ばいで推移してい

ることから、この傾向が今後も続くとみて令和3年度以降の利用者数を13人と見込み

■第６期計画の見込量 
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ました。 

【利用時間数について】 

身体障がいのある人の利用時間数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用時間数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用時間数は、令和元年度の値を使用し、各年度の利用者数

に乗じて見込みました。 

精神障がいのある人の利用時間数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用時間数を見込みました。 

障がいのある子どもの利用時間数は、医療的ケアの必要な重症心身障がいの保護者

の就労、レスパイト等で利用時間の伸びが増えると想定されるなどを勘案し、平成30

年度、令和元年度の伸び率から令和3年度以降の利用時間数を見込みました。 

 

 

■第６期計画における居宅介護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 118 115 113 

利用時間数 時間 3,441 3,667 3,908 

知的障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人   110 113 116 

利用時間数 時間   964 983 1,009 

精神障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 104  105  106  

利用時間数 時間 862  880  899  

障 が い の 

ある子ども 

利 用 者 数 人 13  13  13  

利用時間数 時間 191  194  198  

合計 
利 用 者 数 人 345 346  348 

利用時間数 時間 5,458 5,724 6,014 

 

 

②  重度訪問介護 

 

 

身体障がいのある人の利用者数は、見込量に対して、実績値は1.5倍になっており

増加が著しくなっています。利用時間数は1人当たり95時間であり、見込量を同じく

1.5倍近く上回っています。第5期計画でも時間数の増加を見込んでいますが、すでに

見込量を上回りました。増加の要因は、介護保険利用者のサービスの上乗せが考えら

れます。 

 

■第５期計画の検証 
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■第５期計画における重度訪問介護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

 平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 11  12 12  時間 1,174 1,281  1,281  

実 績 値 人 18  19 14  時間 1,732  1,805  1,889  

対見込率 ％ 163.6  158.3  116.7   ％ 147.5  140.9  147.5  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1  1 1  時間 11 11  11 

実 績 値 人 0  0 0  時間 0 0  0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0   ％ 0.0  0.0  0.0  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 0  0 0  時間 0 0  0 

実 績 値 人 0  0 0  時間 0 0  0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0   ％ 0.0  0.0  0.0  

合計 

見 込 量 人 12  13 13  時間 1,185  1,292  1,292  

実 績 値 人 18  19 14  時間 1,732  1,805  1,889  

対見込率 ％ 150.0  146.2  107.7   ％ 146.2  139.7  146.2  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成29年度（0人）から令和元年度の実績は利

用なしですが、平成28年度（1人）の実績を踏まえ、１人と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、実績がなく見込んでいませんが、今後対象者の

把握と利用促進のための情報提供を進めていきます。 

【利用時間数について】 

身体障がいのある人の利用時間数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用時間数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用時間数は、利用のあった平成28年度（11人）の実績を

踏まえ、11時間と見込みました。 

  

■第６期計画の見込量 
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■第６期計画における重度訪問介護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 21  22  23  

利用時間数 時間 1,960  2,043  2,129  

知的障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 1 1 1 

利用時間数 時間 11 11 11 

精神障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 0 0 0 

利用時間数 時間 0 0 0 

合計 
利 用 者 数 人 22  23  24  

利用時間数 時間 1,971  2,054  2,140  

 

 

③  同行援護 

 

 

利用者数は障がいのある子どもは減少傾向で推移していますが、身体障がいのある

人は見込み以上に増加しています。利用時間数も障がいのある子どもは減少傾向で推

移しており、令和元年度は0時間になっています。身体障がいのある人の場合、1人当

たり20.9時間であり、見込量を上回っています。第５期計画では利用者数・利用時間

数ともに見込量を上回っています。要因としては、外出の機会が増えたことが大きい

と考えられます。 

 

■第５期計画における同行援護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

 平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 61 63 65  時間 1,220 1,260  1,300  

実 績 値 人 73 71 62  時間 1,382 1,488  977 

対見込率 ％ 119.7  112.7  95.4   ％ 113.3  118.1  75.2  

障 が い の 

ある子ども 

見 込 量 人 2 2 2  時間 40 40  40 

実 績 値 人 0 0 0  時間 0 0  0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0   ％ 0.0  0.0  0.0  

合計 

見 込 量 人 63 65 67  時間 1,260  1,300  1,340  

実 績 値 人 73 71 62  時間 1,382  1,488 977 

対見込率 ％ 115.9  109.2  92.5   ％ 109.7  114.5  72.9  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

  

■第５期計画の検証 



 

－５２－ 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

障がいのある子どもの利用者数は、平成30年度から実績は利用なしですが、平成

27年度（3人）、平成28年度（２人）、平成29年度の実績（1人）を勘案し、その平

均にあたる平成28年度の実績（2人）を踏まえ、2人と見込みました。 

【利用時間数について】 

身体障がいのある人の利用時間数は、１人当たり利用時間数を平成27年度（1,164

時間）、平成28年度（1,308時間）、平成29年度（1,367時間）の平均値を使用し各

年度の利用者数に乗じて見込みました。 

障がいのある子どもは、平成30年度、令和元年度の実績は利用なしですが、利用者

数で採用した平成28年度（25時間）の実績を踏まえ、令和3年度以降は25時間と見

込みました。 

■第６期計画における同行援護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 67  65  64  

利用時間数 時間 1,412 1,365 1,344 

障 が い の 

ある子ども 

利 用 者 数 人 2 2 2 

利用時間数 時間 25 25 25 

合計 
利 用 者 数 人 69  67  66  

利用時間数 時間 1,437  1,390  1,369  

 

 

④  行動援護 

 

 

知的障がいのある人の利用者数は、見込み以上に増加しており、約1.7倍となって

います。利用時間数は、見込量に比べて約1.2倍になっています。第５期計画では、見

込量を大幅に増加し、見込量を上回る実績時間となっています。 

  

■第５期計画の検証 

■第６期計画の見込量 
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■第５期計画における行動援護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

 平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 12 13  13  時間 388 420  420 

実 績 値 人 19 22  19  時間 453 512  385 

対見込率 ％ 158.3  169.2  146.2   ％ 116.8  121.9  91.7  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1  1  時間 20 20  20 

実 績 値 人 0 0  0  時間 0 0  0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0   ％ 0.0  0.0  0.0  

障 が い の 

ある子ども 

見 込 量 人 3 3  3  時間 41 41  41 

実 績 値 人 1 2 0  時間 14 14 0 

対見込率 ％ 33.3  66.7  0.0   ％ 34.2  34.2  0.0  

合計 

見 込 量 人 16 17  17  時間 449 481  481 

実 績 値 人 20 24 19  時間 467 526 385 

対見込率 ％ 125.0  141.2  111.8   ％ 104.0  109.4  80.0  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 【利用者数について】 

知的障がいのある人の利用者数は、平成27年度（11人）、平成28年度（12人） 

、平成29年度（16人）、平成30年度、令和元年度の平均値に近い平成29年度（16

人）を使用し、1人ずつ増と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、実績がなく見込んでいませんが、今後対象者の

把握と利用促進のための情報提供を進めていきます。 

障がいのある子どもの利用者数は、平成30年度、令和元年度の実績を勘案し、横ば

いと見込みました。 

【利用時間数について】 

知的障がいのある人の利用時間数は、平成29年度（385時間）を使用し各年度の利

用者数に乗じて見込みました。 

障がいのある子どもは、平成30年度、令和元年度の平均値を使用しています。 

  

■第６期計画の見込量 
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■第６期計画における行動援護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

知的障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 16  17  18  

利用時間数 時間 384 408  432  

精神障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人 0 0 0 

利用時間数 時間 0 0 0 

障 が い の 

ある子ども 

利 用 者 数 人 2  2  2  

利用時間数 時間 14  14 14  

合計 
利 用 者 数 人 18 19 20 

利用時間数 時間 398 422 446 
  

 

 

⑤  重度障がい者等包括支援 

 

 

令和２年７月現在において利用がなく、サービス提供事業所も大阪府内で２事業所

しかありません。また、重度障がいのある人には、重度訪問介護等で対応できている

ことから、第６期計画期間内においてもこれまでと同様に、見込量を計上していませ

ん。 

■第６期計画の見込量 



 

－５５－ 

(２) 日中活動系サービス 

日中活動系サービスの種類と内容は、次のとおりです。 

■日中活動系サービスの種類と内容 

 

  

サービス名 サービス内容 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

介
護
給
付 

生活介護 

常に介護を必要とする障がいのある人を対象に、主として

昼間、障がい者支援施設等の施設で、食事、入浴、排泄等

の介助、日常生活上の支援を行うとともに、軽作業等の生

産活動や創作的活動の機会を提供します。 

療養介護 

医療及び常に介護を必要とする障がいのある人を対象に、

主として昼間、病院等の施設で機能訓練、療養上の管理、

看護、医学的管理のもとにおける介護及び日常生活上の世

話を行います。 

短期入所 

介護者の病気やその他の理由で、一時的に保護が必要にな

った障がいのある人や子どもを対象に、短期間、夜間も含

め施設で、入浴、排泄、食事の介護等を行います。 

訓
練
等
給
付 

自立訓練（機能訓練） 

身体障がいのある人又は難病を患っている人を対象に、自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、一

定の期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓

練等を行います。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障がいのある人又は精神障がいのある人を対象に、自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、一

定の期間、生活能力の向上のために必要な訓練等を行いま

す。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する障がいのある人を対象に、

一定の期間、事業所における作業や企業における実習等を

通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のための訓練を

行います。 

就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等への就労が困難な障がいのある人を対象に、就

労の機会を提供するとともに、生産活動等の機会の提供を

通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練等を

行います。Ａ型は、事業所内において、雇用契約に基づく

就労機会の提供を行い、一般就労に必要な知識・能力が高

まった場合、一般就労への移行に向けた支援を行います。 

就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等への就労が困難な障がいのある人を対象に、就

労の機会を提供するとともに、生産活動等の機会の提供を

通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練等を

行います。Ｂ型は、雇用契約は締結せずに、就労の機会や

生産活動の機会を提供し、知識・能力が高まった人につい

て、就労への移行に向けた支援を行います。 

就労定着支援 
就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族

との連絡調整等の支援を行います。 



 

－５６－ 

① 生活介護 

 

 

身体障がいのある人の利用者数は、ほぼ見込量と同じで横ばいであり、利用日数は

見込量を下回っているものの、一人当たりの利用日数は、平成30年度は14日、令和

元年度は13日と同じく横ばいに推移しています。 

知的障がいのある人の利用者数・利用日数に見込み以上の伸びがあり、令和元年度

の利用日数は、実績値は見込量を上回っています。 

精神障がいのある人の利用者数は、令和元年度は見込み数に比べ約1.3倍近くなっ

ており、利用日数も１人当たり8.2日になっており、伸びが著しくなっています。日中

活動の場とともに入浴が困難な方の利用の増加が要因となっています。 

■第５期計画における生活介護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 51 53  55  人日 836 869  902 

実 績 値 人 53 52  42  人日 766 715  610 

対見込率 ％ 103.9  98.1  76.4   ％ 91.6  82.3  67.6  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 260 265  270  人日 4,862 4,955  5,049  

実 績 値 人 271 271  267  人日 4,861 5,000  4,966  

対見込率 ％ 104.2  102.3  98.9   ％ 100.0  100.9  98.4  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 11 13  15  人日 75 88  102 

実 績 値 人 16 17 14  人日 147 140 138 

対見込率 ％ 145.5  130.8  93.3   ％ 196.0  159.1  135.3  

合計 

見 込 量 人 322 331  340  人日 5,773 5,912  6,053  

実 績 値 人 340 340 323  人日 5,774 5,855 5,714  

対見込率 ％ 105.6  102.7  95.0   ％ 100.0  99.0  94.4  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の実績は減少している

ものの、平成27年度（53人）、平成28年度（52人）、平成29年度（54人）、平成30

年度、令和元年度の伸びを勘案し、平成27年度（53人）から令和元年度の平均値に

近い、令和元年度の数値を使用し、令和3年度以降1人ずつ増と見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度が横ばいで推移してい

ることから、この傾向が今後も続くとみて令和2年度の利用者数を271人とし、寝屋

■第５期計画の検証 

■第６期計画の見込量 



 

－５７－ 

川支援学校の卒業生を見込んで3人増と設定しました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成27年度（1０人）、平成28年度（13人）、

平成29年度（11人）、平成３０年度、令和元年度の平均値と令和元年度を比較し、数

値の多い令和元年度を使用して令和3年度以降1人増と見込みました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、令和元年度の一人あたり利用日数の実績から各

年度を見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用日数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

■第６期計画における生活介護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 52  53  54  

利用日数 人日 715  728 742 

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 274  277  280  

利用日数 人日 5,290  5,441  5,597  

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 17  18  19  

利用日数 人日 140  147  155  

合計 
利用者数 人 343 348 353 

利用日数 人日 6,145 6,314 6,491 

  

 

② 療養介護 

 

 

身体障がいのある人の利用者数は令和元年度に1人減少し、見込みを下回りました。

知的障がいのある人の利用者数は、見込みを上回り、19人で推移しています。 

■第５期計画における療養介護の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見込量 人 3 3  3  

実績値 人 3 2  2  

対見込率 ％ 100.0  66.7  66.7  

■第５期計画の検証 



 

－５８－ 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

知的障がい 

の あ る 人 

見込量 人 15 15  15  

実績値 人 19 19  19  

対見込率 ％ 126.7  126.7  126.7  

合計 

見込量 人 18 18  18  

実績値 人 22 21 21 

対見込率 ％ 122.2  116.7  116.7  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

【利用者数について】 

いずれも現在の利用者が引き続き利用すると見込んで、身体障がいのある人、精神

障がいのある人の利用者数を見込みました。 

■第６期計画における療養介護の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 
の あ る 人 

利用者数 人 2 2 2 

知的障がい 
の あ る 人 

利用者数 人 19 19 19 

合計 利用者数 人 21 21 21 

 

 

③ 短期入所 

 

知的障がいのある人の利用者数は増加しており、利用日数は減少傾向にあります。

地域生活支援拠点が平成31年４月に開設し、同年10月より短期入所の受け入れも開

始したことから、今後の利用者数・利用日数の伸びはさらに著しくなることが考えら

れます。 

また、障がいのある子どもの利用者数・利用日数ともに横ばいから増加しています。

増加の要因としては、近隣市に障がいのある子どもの短期入所の受け入れ事業所が開

設されたことが想定されます。 

  

■第５期計画の検証 

■第６期計画の見込量 



 

－５９－ 

■第５期計画における短期入所の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 
利用者数  

単位 
利用日数 

平 成 
30年度 

令 和 
元年度 

令 和 
２年度 

 
平 成 
30年度 

令 和 
元年度 

令 和 
２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 5 6  7  人日 11 13  15 

実 績 値 人 5 6  2  人日 13 6  17 

対見込率 ％ 100.0  100.0  28.6   ％ 118.2  46.2  113.3  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 95 100  105  人日 665 700  735 

実 績 値 人 113 120  76  人日 416 399  247 

対見込率 ％ 119.0  120.0  72.4   ％ 62.6  57.0  33.6  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 2 2  3  人日 6 6  8 

実 績 値 人 0 2 3  人日 0 1 1 

対見込率 ％ 0.0  100.0  100.0   ％ 0.0  16.7  12.5  

障 が い の 

ある子ども 

見 込 量 人 20 25  30  人日 52 65  78 

実 績 値 人 16 17 11  人日 39 52 27 

対見込率 ％ 80.0  68.0  36.7   ％ 75.0  80.0  34.6  

合計 

見 込 量 人 122 133  145  人日 734 784  836 

実 績 値 人 134 145 92  人日 468 458 292 

対見込率 ％ 109.8  109.0  63.5   ％ 63.8  58.4  34.9  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成29年度（82人）から令和元年度の平均値

と比較して数値が多い平成29年度（125人）を使用し、共同生活援助の伸びとともに

利用者も増えると想定し5人ずつ増と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、令和元年度から2年度の伸びを勘案し、令和3年

度以降1人ずつ増と見込みました。 

障がいのある子どもの利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、令和元年度の一人あたり利用日数の実績から各

年度を見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、平成29年度（339人日）を使用し各年度の利用

者数に乗じて見込みました。 

■第６期計画の見込量 



 

－６０－ 

精神障がいのある人の利用日数は、これまでの実績を勘案し、各年度利用者数と同

日数を見込みました。 

障がいのある子どもの利用日数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用日数を見込みました。 

■第６期計画における短期入所の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 9  10  12  

利用日数 人日 9  10  12  

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 125  130  135  

利用日数 人日 339  351 365  

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 4 5 6 

利用日数 人日 4 5 6 

障 が い の 

ある子ども 

利用者数 人 19  20  22 

利用日数 人日 92  123  164  

合計 
利用者数 人 157 165 175 

利用日数 人日 444 489 547 

  

 

 

④ 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

 

 

全体の利用者数は、令和元年度で増加しており、見込量に対して約1.5倍となって

います。 

身体障がいのある人の利用者数・利用日数はともに増加しています。 

知的障がいのある人の利用者数・利用日数は平成30年度から令和元年度にかけて

微減していますが、令和２年度の見込量に対しては大幅増となっています。 

精神障がいのある人の利用者数・利用日数は見込みを下回っていますが、ともに増

加傾向にあります。 

■第５期計画における自立訓練の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1  2  人日 14 14  28 

実 績 値 人 3 5  3  人日 23 48  25 

対見込率 ％ 300.0  500.0  150.0   ％ 164.3  342.9  89.3  

■第５期計画の検証 



 

－６１－ 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 3 3  4  人日 78 78  104 

実 績 値 人 8 7  7  人日 132 123  130 

対見込率 ％ 266.7  233.3  175.0   ％ 169.2  157.7  125.0  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 8 8  9  人日 86 86  97 

実 績 値 人 4 7 7  人日 28 63 124 

対見込率 ％ 50.0  87.5  77.8   ％ 32.6  73.3  127.8  

合計 

見 込 量 人 12 12  15  人日 178 178  229 

実 績 値 人 15 19 17  人日 183 234 279 

対見込率 ％ 125.0  158.3  113.3   ％ 102.8  131.5  121.8  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度から令和2年度の実績の動向から、

令和3年度以降1人ずつ増と見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、令和元年度から令和2年度が横ばいで推移して

いることから、この傾向が今後も続くとみて令和3年度以降の利用者数を7人と見込

みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成27年度（11人）、平成28年度（8人） 

、平成29年度（7人）、平成３０年度、令和元年度の平均値と同値の令和元年度を使用

して令和4年度まで横ばい。令和5年度のみ1人増と見込みました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、平成30年度及び令和2年度の利用日数の平均か

ら各年度を見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、利用者数と同様の考え方から、利用日数を130

人と見込みました。 

精神障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

■第６期計画における自立訓練の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 3  4 5 

利用日数 人日 24  32 40 

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 7  7 7 

利用日数 人日 130  130 130 

■第６期計画の見込量 



 

－６２－ 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 7  7  8  

利用日数 人日 63  63  72  

合計 
利用者数 人 17 18 20 

利用日数 人日 217 225 242 

 

 

 就労移行支援 

 

 

利用者数は、知的障がい・精神障がいのある人いずれも見込量より多くなっており、

すでに第５期計画の利用者数の見込量を上回っています。利用日数は、見込量ほどの

日数の伸びは見られません。いずれも１人当たりの利用日数が9日を下回っているこ

とが原因と考えられます。 

また、知的障がいのある人の利用日数が平成30年度と令和元年度では減少してい

るのは、通常は、月に22日から23日の利用が一般的ですが、支援学校高等部生徒の

卒業後の進路を検討するためのアセスメント※として利用する場合、5日程度のみの利

用となるため利用日数の減少につながったと考えられます。 

■第５期計画における就労移行支援の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 21 22  23  人日 145 152  159 

実 績 値 人 10 9  6  人日 62 78  92 

対見込率 ％ 47.6  40.9  26.1   ％ 42.8  51.3  57.9  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 36 38  40  人日 698 737  776 

実 績 値 人 42 40  20  人日 409 304  255 

対見込率 ％ 116.7  105.3  50.0   ％ 58.6  41.3  47.3  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 40 42  44  人日 564 605  634 

実 績 値 人 50 45 19  人日 428 449 255 

対見込率 ％ 125.0  107.1  43.2   ％ 75.9  74.2  40.2  

合計 

見 込 量 人 97 102  107  人日 1407 1,494  1,569  

実 績 値 人 102 94 45  人日 899 831 714 

対見込率 ％ 105.2  92.2  42.1   ％ 63.9  55.6  45.5  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 
 

■第５期計画の検証 



 

－６３－ 

 
 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成29年度（38人）から令和元年（40人）の

平均値と同じ令和元年度の数値を使用し、一人ずつ増と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成27年度（35人）、平成28年度（39人）、

平成29年度（44人）、平成30年度、令和元年度の平均値と令和元年度を比較して数

値の多い、令和元年度の数値を採用し、1人ずつ増と見込みました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用日数を見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

精神障がいのある人の利用日数も、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

■第６期計画における就労移行支援の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 7  7  6  

利用日数 人日 123  155  195  

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 40  41  42  

利用日数 人日 304  311  319  

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 45  46  47  

利用日数 人日 449  455  465  

合計 
利用者数 人 92 94 95 

利用日数 人日 876 921 979 

  

 

  就労継続支援（Ａ型） 

 

利用者数は、身体障がい・知的障がい・精神障がいのある人いずれも見込み量より

多く、また増加しています。第５期計画の見込み量を上回る伸びがあります。利用日

数も、身体障がい・知的障がいのある人の利用日数の増加が顕著であるため、今後も

伸びることが考えられます。 

要因としては、門真市内に新規事業所が平成30年度、令和元年度に各１事業所づつ

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 



 

－６４－ 

開設され、門真市内では、合計9事業所あります。また、利用者の半数が他市を利用し

ているため今後も利用者数は伸びるものと想定されます。 

■第５期計画における就労継続支援（Ａ型）の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 21 23  25  人日 340 372  405 

実 績 値 人 31 29  25  人日 400 425  464 

対見込率 ％ 147.6  126.1  100.0   ％ 117.7  114.3  114.6  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 28 32  36  人日 523 598  673 

実 績 値 人 34 36  31  人日 560 609  606 

対見込率 ％ 121.4  112.5  86.1   ％ 107.1  101.8  90.0  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 35 40  45  人日 588 672  756 

実 績 値 人 48 54 42  人日 550 553 612 

対見込率 ％ 137.1  135.0  93.3   ％ 93.5  82.3  81.0  

合計 

見 込 量 人 84 95  106  人日 1,451 1,642  1,834  

実 績 値 人 113 119 98  人日 1,510  1,587 1,682  

対見込率 ％ 134.5  125.3  92.5   ％ 104.1  96.7  91.7  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成29年度（26人）から令和元年の平均値と

令和元年度の数値を比較して数値の多い令和元年度を使用し、一人ずつ増と見込みま

した。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成29年度（40人）から令和元年度の平均値

と令和元年度の数値を比較して数値の多い令和元年度を使用し、一人ずつ増と見込み

ました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用日数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

  

■第６期計画の見込量 
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■第６期計画における就労継続支援（Ａ型）の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 29  30  31  

利用日数 人日 425  438  452  

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 40  43  45  

利用日数 人日 720  783  852  

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 54  55  56  

利用日数 人日 553  561  571  

合計 
利用者数 人 123 128 132 

利用日数 人日 1,698 1,782 1,875 

 

 

⑦ 就労継続支援（Ｂ型） 

 

 

利用者数は、身体障がい・精神障がいのある人の伸びがあり、また利用日数も、身

体障がい・知的障がい・精神障がいのある人いずれも利用日数が横ばいあるいは伸び

てきており、今後も利用日数が伸びることが考えられます。 

■第５期計画における就労継続支援（Ｂ型）の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 11 12  13  人日 141 154  166 

実 績 値 人 16 23  18  人日 160 244  266 

対見込率 ％ 145.5  191.6  138.5   ％ 113.5  158.4  160.2  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 180 185  190  人日 3,096 3,182  3,268  

実 績 値 人 185 187  187  人日 2,938 3,024  3,250  

対見込率 ％ 102.8  101.0  98.4   ％ 94.9  95.0  99.5  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 81 84  87  人日 964 1,000  1,035  

実 績 値 人 98 113 110  人日 849 1,101 1,219  

対見込率 ％ 121.0  134.5  126.4   ％ 88.1  110.1  117.8  

合計 

見 込 量 人 272 281  290  人日 4,201 4,336  4,469  

実 績 値 人 299 323 315  人日 3,947 4,369  4,735  

対見込率 ％ 109.9  114.9  108.6   ％ 94.0  100.7  106.0  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

  

■第５期計画の検証 



 

－６６－ 

 

 

 【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成29年度（15人）から令和元年の平均値と

令和元年度の数値を比較して数値の多い令和元年度を使用し、一人ずつ増と見込みま

した。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成29年度（93人）から令和元年度の平均値

と令和元年度の数値を比較して数値の多い令和元年度を使用し、一人ずつ増と見込み

ました。 

【利用日数について】 

身体障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

知的障がいのある人の利用日数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用日数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用日数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じて

見込みました。 

■第６期計画における就労継続支援（Ｂ型）の月平均見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 23  24  25  

利用日数 人日 244  254  265 

知的障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 191  193  195  

利用日数 人日 3,204  3,297  3,394  

精神障がい 

の あ る 人 

利用者数 人 113  114  115  

利用日数 人日 1,101  1,105  1,115  

合計 
利用者数 人 327 331 335 

利用日数 人日 4,549 4,656 4,774 

 

 

⑧ 就労定着支援 

 

平成30年度からの新設されたサービスです。利用日数はすべての障がい種別にお

いて毎年増加しています。門真市内では、1事業所のみですが、利用者の半数が他市

での利用者が多く、今後も利用日数の増加を見込んでいます。 

  

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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■第５期計画における就労定着支援の月平均見込量と実績値 

障がい 

種別 
項 目 

単

位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

のある人 

見 込 量 人日 2 5  8 

実 績 値 人日 0 1  1 

対見込率 ％ 0.0 20.0  12.5 

知的障がい 

のある人 

見 込 量 人日 10 23  38 

実 績 値 人日 3 4  1 

対見込率 ％ 30.0 17.3  0.26 

精神障がい 

のある人 

見 込 量 人日 4 8  14 

実 績 値 人日 10 14 13 

対見込率 ％ 250.0 175.0 92.8 

合計 

見 込 量 人日 16 36  60 

実 績 値 人日 13 19 15 

対見込率 ％ 81.3 52.7 25 

注）令和２年度実績は４～７月の実績 

 

 

  

就労定着支援については、雇用促進において就労定着支援が重要なサービスの一つ

になってきています。平成30年度に新設されたサービスになり、年々、少しずつ増加

しています。門真市では、1事業所のみですが、利用者の半数が他市の事業所の利用

が多く、現計画でも増加がみられています。そのため、各利用者数について、平成30

年度、令和元年度の伸びから、身体障がいのある人と知的障がいのある人で１人ずつ、

精神障がいのある人で4人ずつ増と見込みました。 

■第６期計画における就労定着支援の月平均見込量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 2 3 4 

知的障がいのある人 人 6 7 8 

精神障がいのある人 人 18 22 26 

合計 人 26 32 38 

■第６期計画の見込量 
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 (３) 居住系サービス 

居住系サービスの種類と内容は、次のとおりです。 

■居住系サービスの種類と内容 

 
 

① 施設入所支援 

 

 

身体障がい・知的障がいのある人の利用者数が減少し、全体として減少傾向にあり、

対見込率は令和元年度の知的障がいのある人で100％を割っています。 

入所施設からグループホームへの地域移行、入院、介護施設への移行、死亡等の人数

が新規入所者の数より上回ったためです。 

■第５期計画における施設入所支援の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 20 20  20 

実 績 値 人 23 22  22 

対見込率 ％ 115.0  110.0  110.0  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 57 57  56 

実 績 値 人 59 54  54 

対見込率 ％ 103.5  94.7  96.4  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 0 0  0 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0  0.0 0.0  

合計 

見 込 量 人 77 77  76 

実 績 値 人 82 76 76 

対見込率 ％ 106.5  98.7  100.0  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

サービス名 サービス内容 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

介
護
給
付 

施設入所支援 
介護を必要とする障がいのある人に対して、入所施設に

おいて、夜間における入浴、排泄等の介護や日常生活上の

相談支援等を行います。 

訓
練
等
給
付 

共同生活援助 

（グループホーム） 

障がいのある人に対して、主として夜間において、共同生

活の場における相談、入浴、排泄等の介護、その他の日常

生活上の援助を行います。 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等からひとり暮らし

への移行を希望する知的障がいのある人や精神障がいの

ある人などについて、本人の意思を尊重した地域生活を支

援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随

時の対応により、障がいのある人の理解力や生活力等を補

う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

■第５期計画の検証 



 

－６９－ 

 

 

現在の利用者が引き続き利用するとして、身体障がいのある人、知的障がいのある

人について見込みました。 

成果目標の施設から地域移行への移行数、削減数を踏まえて見込んでいます。 

■第６期計画における施設入所支援の月平均見込量 

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 22 22 22 

知的障がいのある人 人 54 54 54 

精神障がいのある人 人 0 0 0 

合計 人 76 76 76 

 

 

② 共同生活援助 

 

利用者数は、知的障がい・精神障がいのある人の利用者数は伸びており、第5期の

計画の見込量をすでに上回っています。特に、知的障がいのある人の伸びは著しくな

っています。門真市内に平成２９年度は7事業所のみであったのが、令和２年7月現在

では、18事業所が開設しています。特に知的障がいを受け入れている事業所が多くそ

のため利用者の増加も見られました。今後も門真市内も含め利用希望者が増えるもの

と見込んでいます。 

■第５期計画における共同生活援助の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1  1 

実 績 値 人 1 2  2 

対見込率 ％ 100.0  200.0  200.0  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 100 105  110 

実 績 値 人 119 148  150 

対見込率 ％ 119.0  141.0  136.4  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 20 22  24 

実 績 値 人 28 32 31 

対見込率 ％ 140.0  145.4  129.2  

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

合計 

見 込 量 人 121 128  135 

実 績 値 人 148 182 183 

対見込率 ％ 122.3  142.1  135.6  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 

身体障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸びから、１人ずつ

増と見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は平成30年度中に地域生活支援拠点でグループホ

ームが設立し、また、市内に平成27年度は7事業所のみでしたが、令和２年7月現在

18事業所と増加しています。今後、急激な事業所の増加はないものと考えています。

平成27年度（97人）、平成28年度（96人）、平成29年度（106人）、平成30年度、 

令和元年度までの増加数の平均値から算定し、7人ずつ増と見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成30年度から令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用者数を見込みました。 

■第６期計画における共同生活援助の月平均見込量 

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 4 5 6 

知的障がいのある人 人 162  169  176  

精神障がいのある人 人 37  42  48  

合計 人 203 216 230 

 

 

③ 自立生活援助 

 

 

令和元年７月現在において利用がなく、またサービス提供事業所も大阪府内で6事

業所しかありませんが、地域移行を進めるにあたり必要なサービスとなっていること

から精神障がいのある人を令和5年度は1人と見込みました。 

  

■第６期計画の見込量 

■第６期計画の見込量 
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■第６期計画における自立生活援助の月平均見込量 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 0 0 0 

知的障がいのある人 人 0 0 0 

精神障がいのある人 人 1 1 1 

合計 人 1 1 1 
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(４) 計画相談支援・地域相談支援 

■計画相談支援・地域相談支援の内容 

① 計画相談支援 

 

 

利用者数は、身体・知的・精神障がいのある人の利用が大きく増加しています。第

５期計画においても、サービス等利用計画の作成・モニタリング※の頻度等について見

直しを行いながら、計画相談支援の利用が進むように取り組んでいくため、かなり大

きく利用見込み量を設定していましたが、増減している障がいのある子どもを除き第

５期の見込量をすでに上回っています。全体でみる伸びも大きく、計画相談支援事業

所が新規開設されても依然として相談支援専門員が不足する要因となっています。 

■第５期計画における計画相談支援の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項目 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

身体障がいのある人 

利用者数 人/月 164 165 167 

実績値 人/月 189 187 81 

計画作成数 回/年 189 190 192 

実績値 回/年 217 209 49 

モニタリング数 回/年 290 292 296 

実績値 回/年 261 327 96 

知的障がいのある人 

利用者数 人/月 531 533 535 

実績値 人/月 602 623 372 

計画作成数 回/年 611 613 615 

 サービス名 サービス内容 

計
画
相
談
支
援
給
付 

サービス利用支援 

 

継続サービス利用支援 

障がい福祉サービス又は地域相談支援を利用するすべての障が

いのある人と、障がい福祉サービスを利用するすべての障がい

のある子どもを対象に、支給決定又は支給決定の変更前にサー

ビス等利用計画案を作成します。支給決定又は変更後、サービ

ス調整会議などを実施し、計画の作成を行います。また、サービ

ス等の利用状況の点検・評価を行い、計画の見直しを行います。 

地
域
相
談
支
援
給
付 

地域移行支援 

障がい者入所施設又は児童福祉施設等に入所している障がいの

ある人、精神科病院に入院している精神障がいのある人を対象

に、住居の確保、その他地域における生活に移行するための活

動に関する相談、地域移行のための障がい福祉サービス事業所

等への同行支援等を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身等で生活する障がいのある人を対象に、常時

の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事

態等に、相談、緊急訪問、緊急対応等を行います。 

■第５期計画の検証 
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障がい種別 項目 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 回/年 493 464 186 

モニタリング数 回/年 940 943 947 

実績値 回/年 550 625 243 

精神障がいのある人 

利用者数 人/月 271 273 275 

実績値 人/月 312 331 197 

計画作成数 回/年 312 314 316 

実績値 回/年 273 297 105 

モニタリング数 回/年 480 483 487 

実績値 回/年 339 452 149 

障がいのある子ども 

利用者数 人/月 47 48 49 

実績値 人/月 37 34 0 

計画作成数 回/年 54 55 56 

実績値 回/年 26 23 5 

モニタリング数 回/年 83 85 87 

実績値 回/年 46 34 13 

合計 

利用者数 人/月 1,013 1,019 1,026 

実績値 人/月 1,140 1,175 650 

計画作成数 回/年 1,165 1,172 1,180 

実績値 回/年 1,009 993 345 

モニタリング数 回/年 1,793 1,804 1,816 

実績値 回/年 1,196 1,438 501 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利用者数は、平成３０年度、令和元年度の伸びから見込みました。計画作成数は、

平成３０年度、令和元年度の平均値を令和3年度に見込み、令和4年度、令和5年度は

令和3年度の一人当たりの計画作成数を乗じて見込みました。モニタリング回数は、

国の指針に準じたモニタリング回数（毎月・2か月・3か月・6か月など）の割合（％）

を実人数に乗じた後に、実際の回数（毎月であれば11回、3か月であれば3回、6か月

であれば1回）を乗じて見込んでいます。 

 
 
 

■第６期計画の見込量 

【参考】         ■国の指針（モニタリング実施期間） 

 ① 在宅の障がい福祉サービス利用者 

  ●新規又は変更決定により、サービス内容に著しく変動があったもの ⇒ 利用開始から３ヶ月毎月実施 

  ●上記以外の者（生活介護、就労継続支援 A 型。B 型、共同生活援助（日中サービス支援型以外）除く）    

⇒３カ月ごとに1回実施（令和元年度より） 

② 施設入所者⇒半年ごとに１回実施（平成30年度より） 

 ※モニタリングの期間は、対象者の状況に応じて設定 
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■第６期計画における計画相談支援の見込量 

障がい種別 項目 単位 

見込量 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 

利用者数 人/月 183 181 179 

計画作成数 回/年 213 211 208 

モニタリング数 回/年 388 482 524 

知的障がいのある人 

利用者数 人/月 667 690 715 

計画作成数 回/年 479 495 513 

モニタリング数 回/年 743 921 1001 

精神障がいのある人 

利用者数 人/月 373 395 419 

計画作成数 回/年 285 302 320 

モニタリング数 回/年 538 666 725 

障がいのある子ども 

利用者数 人/月 29 26 24 

計画作成数 回/年 25 22 21 

モニタリング数 回/年 36 37 39 

合計 

利用者数 人/月 1,252 1,292 1,337 

計画作成数 回/年 1,002 1,030 1,062 

モニタリング数 回/年 1,705 2,106 2,289 

 
 

② 地域移行支援 

 

 

利用者数は、全体としては第５期計画の期間を通し、見込量を大きく下回り、利用

者は、知的障がいのある人のみの利用にとどまっています。 

利用者は、精神科病院に入退院を繰り返していたため地域移行支援を利用しグルー

プホームへ移行となっています。 

■第５期計画における地域移行支援の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1  2 

実 績 値 人 0 0  0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1  2 

実 績 値 人 1 0  0 

対見込率 ％ 100.0  0.0  0.0  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 2 2  3 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0  0.0  0.0  

合計 

見 込 量 人 4 4  7 

実 績 値 人 1 0 0 

対見込率 ％ 25.0  0.0  0.0  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

■第５期計画の検証 
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身体障がいのある人の利用者数は、これまで実績はないものの令和3年度、令和4年

度は1人、令和5年度は、2人と見込みました。 

知的障がいのある人の利用者数は、施設入所、また精神科病院からの地域移行を想

定し令和3年度及び令和4年度は1人、令和5年度は、2人と見込みました。 

精神障がいのある人に利用者数は、平成30年度以降実績はないものの、今後、地   

域移行・地域定着専門部会で話し合う中で必要なサービス資源と考えており、過去の

実績から令和3年度及び令和4年度は2人とし、令和5年度は1人増と見込みま   

した。 

■第６期計画における地域移行支援の月平均見込量 

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 1 1 2 

知的障がいのある人 人 1 1 2 

精神障がいのある人 人 2 2 3 

合計 人 4 4 7 

 
 
 

③ 地域定着支援 

 

平成30年度、令和元年度と利用がなく、令和２年度も利用がないものと見込まれま

す。グループホームへの入居など、地域定着支援を利用せず、地域生活への移行をし

ている状況です。 

■第５期計画における地域定着支援の月平均見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1 2 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0 0.0 0.0 

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 1 1 2 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0 0.0 0.0 

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人 2 2 3 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0 0.0 0.0 

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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障がい種別 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

合計 

見 込 量 人 4 4 7 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0 0.0 0.0 

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

身体障がいのある人及び知的障がいのある人、精神障がいのある人の利用者数は、

それぞれ地域移行の人数と同人数を見込んでいます。 

■第６期計画における地域定着支援の月平均見込量 

障がい種別 単位 

利用者数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がいのある人 人 1 1 2 

知的障がいのある人 人 1 1 2 

精神障がいのある人 人 2 2 3 

合計 人 4 4 7 

 

  

■第６期計画の見込量 
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３ 第６期障がい福祉計画／地域生活支援事業の見込量 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮し、

元号のみの表記としています。 

(１) 必須事業 

地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況を勘案し、市町村が独自に提供する

事業として、都道府県が行う専門性の高い相談支援事業や養成研修事業等と連携しなが

ら実施する事業です。必須事業と任意事業があり、必須事業には次の事業があります。 

■地域生活支援事業必須事業の種類と内容 

 

事業名   事業内容 

理解促進研修・啓発事業 
地域の住民に対して、障がいのある人に対する理解を深めるため

の啓発活動等を行います。 

自発的活動支援事業 
障がいのある人やその家族、地域住民等が地域において自発的

に行う活動を支援します。 

障がい者相談支援事業 

相談、福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）、社会資源

を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・指導等）、

社会生活力を高めるための支援、権利擁護のために必要な援助、

専門機関の紹介、地域自立支援協議会の運営等を行います。 

基幹相談支援センター 

総合的な相談や成年後見制度利用支援事業等を実施し、身近な

地域の相談支援事業者では対応できない個別事例への対応や、

地域の相談支援の中核的な役割を担います。 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 

基幹相談支援センター等への専門職員の配置や、相談支援事業

者への専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、

地域移行に向けた取組等を実施します。 

住宅入居等支援事業 

一般の賃貸住宅への入居に支援が必要な障がいのある人等に、

入居契約の手続きの支援や生活上の課題に対して関係機関から

必要な支援を受けられるよう調整を行います。 

成年後見制度利用支援事業 

障がい福祉サービスを利用しようとする障がいのある人に、成

年後見制度の利用について必要となる経費のすべてまたは一部

について補助を行います。 

成年後見制度法人後見支援 

事業 

成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団

体に対する研修や、安定的な実施のための組織体制の構築、専

門職による支援体制の構築等を行います。 

手話通訳者・緊急時手話通 

訳者・要約筆記者派遣事業 

聴覚や音声・言語機能に障がいのある人、または聴覚や音声・

言語機能に障がいのある人とコミュニケーションを図る必要の

ある人に対して、手話通訳者や要約筆記※を派遣します。 

また、聴覚障がいのある人またはその家族が病気または事故に

より救急車の要請をした場合等の緊急時において、搬送先の病

院に手話通訳者を派遣し、緊急時における聴覚障がいのある人

の円滑なコミュニケーションを図るための支援を行います。 

手話通訳者設置事業 

聴覚や音声・言語機能に障がいのある人とのコミュニケーショ

ンを支援するため、手話通訳技能を有する者を市役所等に設置

します。 
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① 理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去す

るため、障がいのある人の理解を深めるための研修・啓発を通じて地域住民への働き

かけを強化することにより、共生社会の実現を図ります。 

■理解促進研修・啓発事業の内容 

事業名 事業内容 

手話奉仕員養成研修事業 

聴覚に障がいのある人との交流活動の促進のため、市の広報活

動等の支援者として期待される手話奉仕員（日常会話程度の手

話表現技術を取得した者）の養成研修を行います。 

日常生活用具給付等事業 
障がいのある人に、日常生活上の便宜を図るための用具を給付

または貸与します。 

 

介護・訓練支援用具 特殊寝台、特殊マット、訓練用いす、訓練用ベッド等。 

自立生活支援用具 入浴補助用具、特殊便器、聴覚障がい者用屋内信号装置等。 

在宅療養等支援用具 透析液加湿器、電気式たん吸引器、盲人用体温計等。 

情報・意思疎通支援用具 点字器、人工喉頭、聴覚障がい者用情報受信装置等。 

排泄管理支援用具 スト－マ装具、紙おむつ等、収尿器。 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 

障がいのある人の移動等を円滑にする用具で、設置に小規模な

住宅改修を伴うもの。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人に、外出のための支援を

行います。 

地域活動支援センター事業 
障がいのある人に、創作的活動または生産活動の機会の提供、

社会との交流の促進等を行います。 

事業名   事業内容 

障がい者週間キャンペーン 

（12月３日から９日まで） 

① 京阪古川橋駅等周辺で、「啓発折り紙」の街頭配布等を行います。 

②市役所別館玄関ホールにて、障がいのある人等で構成するグル

ープのヘルマンハープ、ウクレレ、笛、歌などによる演奏会を

行います。 

③ ①及び②を通じて、障がいのある人への理解促進を図ります。 

エルフェスタ 

①12月初旬に守口市又は門真市の公共施設にて、エルフェスタ

（障がいのある人の就労についての理解啓発及び就労支援ネ

ットワークの構築を目的とするイベント）を実施することによ

り、障がいのある人の就労促進を図り、障がいのある人の自立

をめざします。 

②障がいのある人の就労に対する理解及び啓発を行います。 

③障がいのある人の就労を支援している各関係機関同士の連携

強化を図ります。 
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令和 5 年度末まで下記の事業について継続して実施してまいります。 

■第６期計画における理解促進研修・啓発事業の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業名 事業内容 

ふれあいコーナーの設置 

障がい者等と市民との交流事業等を行う団体の選定を公募に

て行い、門真市保健福祉センター１階「ふれあいコーナー」を活

用した各種イベントや展示会等の年間事業を通じて地域住民と

の交流を深めるとともに、広く活動内容を知ってもらうことで、

障がいのある人の理解促進を図ります。 

きらめきアートフェスタ 

門真市在住の障がいのある子ども、障がいのある人、高齢者等

が作成した、絵画・書道・置物等の作品展を開催し、障がいのあ

る人の理解を深める機会づくりを行っています。 

ヘルプマーク 

（ストラップ）の 

配布及び啓発用 

ポスターの掲示  

義足や人工関節をしている方、内部障がいや難病の方、または

妊娠初期の方など、外見から分からなくても援助や配慮を必要と

している方のためのマークです。 

ヘルプマークの配布及び啓発用ポスターを掲示することで、障

がいのある人への理解促進を図ります。 

手話マークの設置 

  

 

「手話で対応します」「手話でコミュニケーションできる人が

います」という意味を持つマークです。 

「門真市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領」に基づく合理的配慮の一環として、障がい福祉課

窓口に「手話マーク」を設置し、理解促進を図ります。 

筆談マークの設置 

 

 

 

 

「筆談で対応します」という意味を持つマークです。 

「門真市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関

する対応要領」に基づく合理的配慮の一環として、市民対応のあ

る各課窓口に「筆談マーク」を設置し、理解促進を図ります。 

事業名 単位 
令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

障がい者週間キャンペーン 実施の有無 有 有 有 

エルフェスタ 実施の有無 有 有 有 

ふれあいコーナー 実施の有無 有 有 有 

きらめきアートフェスタ 実施の有無 有 有 有 

ヘルプマーク（ストラップ）の配布 

及び啓発用ポスターの掲示 
実施の有無 有 有 有 

手話マークの設置 実施の有無 有 有 有 

筆談マークの設置 実施の有無 有 有 有 

■第６期計画の見込量 



 

－８０－ 

  ② 自発的活動支援事業 

 

 

令和 5 年度末まで下記の事業について継続して実施してまいります。 

■第６期計画における自発的活動支援事業の見込み 

 

 

 

 

 

③ 相談支援事業 

■相談支援事業の内容 

 

 

     令和5年度末まで障がい者相談支援事業、基幹相談支援センター及び基幹相談支

援センター等機能強化事業について継続して実施してまいります。住宅入居等支援

事業は障がい者相談支援事業により住宅入居等の相談を受けていることもあります。

令和5年度末までに事業開始に努めてまいります。 

  

事業名 単位 
令 和 

３年度 

令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

障がい者団体活動補助事業 実施の有無 有 有 有 

サービス名 サービス内容 

障がい者相談支援事業 

障がいのある人の相談に応じ、必要な情報の提供、助言、その

他障がい福祉サービスの利用支援等の必要な支援を行うととも

に、虐待の防止・早期発見のための関係機関との連絡調整、そ

の他の障がいのある人の権利擁護のために必要な援助を行いま

す。 

基幹相談支援センターの

設置 

地域の相談支援の中核的拠点として総合的かつ専門的な相談業

務を担い、権利擁護のために必要な援助（成年後見）、地域移行・

地域定着支援、その他必要な支援を提供するため、関係機関と

のネットワークを構築し、障がいのある人の自立した日常生活

及び社会生活の実現に向けた相談支援体制の充実を図ります。 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 

市における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一

般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有す

る専門的職員を基幹相談支援センター等に配置することや、基

幹相談支援センターが地域における相談支援事業者に対する指

導・助言、人材育成の支援、地域移行に向けた取組等を実施す

ることにより、相談支援機能の強化を図ります。 

■第６期計画の見込量 

■第６期計画の見込量 
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■第６期計画における相談支援事業の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

④  成年後見制度利用支援事業 

 

令和元年度の対見込率は42.9％でしたが、前年度からは伸びが見られます。増加の

要因として、本人申し立て、親族申し立てではなく、市長申し立ての件数が増えてい

ることが想定されます。 

■第５期計画における成年後見制度利用支援事業の年間見込量と実績値 

事業名 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

成年後見制度利用支援事業 

見 込 量 人/年 12 14  16 

実 績 値 人/年 3 6  1 

対見込率 ％ 25.0  42.9  6.3  

注）令和２年度実績は4～7月実績を踏まえ、年間に換算 

 

 

令和元年度の実績を踏まえ、本人申し立て、親族申し立てではなく、市長申し立て

の件数の増加が見込まれることから、令和3年度以降は3人ずつ増と見込みました。 

■第６期計画における成年後見制度利用支援事業の年間見込量 

 

 

 

 

 

  

事業名 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

障がい者相談支援事業 箇所 3 3 3 

基幹相談支援センター 実施の有無 有 有 有 

基幹相談支援センター等機能強化

事業 
実施の有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 実施の有無 無 無 有 

事業名 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

成年後見制度利用支援事業 人/年 9 12 15 

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

 

 

    第６期では、市民後見人の育成・確保について取り組むとともに、法人後見につい

て体制を含め検討を行います。 

■第６期計画における成年後見制度法人後見支援事業の見込み 

 

 

 

 

 

  ⑥  意思疎通支援事業 

 

手話通訳者派遣事業・緊急時手話通訳者派遣事業は令和元年度は、通院のため増加

がみられました。一方で、要約筆記者派遣事業と手話通訳者設置事業については横ば

い状態で推移しています。 

■第５期計画における意思疎通支援事業の年間実績値 

 

 

 

注）令和２年度実績は4～7月実績を踏まえ、年間に換算 
 

 

手話通訳者派遣事業、緊急時手話通訳者派遣事業の件数は、第5期の実績を踏まえ、

令和３年度は令和元年度と同様の219件とし、令和4年度以降は横ばいと見込みまし

た。また、平成30年度から令和元年度にかけての伸びを踏まえ、令和３年度を392時

間とし、令和4年度以降は横ばいと見込みました。 

要約筆記者派遣事業と手話通訳者設置事業については、現在の利用状況が続くもの

として見込みました。 

  

事業名 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

成年後見制度法人後見 

支援事業 

実施の

有無 
無 無 有 

事業区分 単位 
平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

手話通訳者派遣事業 

緊急時手話通訳者派遣事業 

件/年 123 219 27 

時間/年 279 392 64 

要約筆記者派遣事業 
件/年 22 22 0 

時間/年 73 60 0 

手話通訳者設置事業 人/年 3 3 3 

■第６期計画の見込量 

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 



 

－８３－ 

■第６期計画における意思疎通支援事業の年間見込量 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 手話奉仕員養成研修事業 

 

手話奉仕員養成研修事業について、平成30年度、令和元年度で見込量を下回りまし

たが、増加傾向で推移しています。 

■第５期計画における手話奉仕員養成研修事業の年間見込量と実績値 

事業名 項 目 単位 

利用者数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

手話奉仕員養成研修事業 

見 込 量 人/年 23 26  29 

実 績 値 人/年 12 16  0 

対見込率 ％ 52.2  61.5  0.0  

注）令和２年度実績は4～7月実績を踏まえ、年間に換算 

 

 

平成30年度、令和元年度の実績を踏まえ、令和3年度は20人とし、令和４年度以降

は４人ずつ増と見込みました。 

■第６期計画における手話奉仕員養成研修事業の年間見込量 

 

 

 

 

  

事業区分 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

手話通訳者派遣事業 

緊急時手話通訳者派遣事業 

件/年 219 219 219 

時間/年 392 392 392 

要約筆記者派遣事業 
件/年 22 22 22 

時間/年 67 67 67 

手話通訳者設置事業 人/年 3 3 3 

事業名 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

手話奉仕員養成研修事業 人/年 20 24 28 

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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⑧ 日常生活用具給付等事業 

 

日常生活用具のうち、介護訓練支援用具、自立生活支援用具、情報・意思疎通支援

用具を除き、令和元年度の実績値は見込みを下回っています。一方、在宅療養等支援

用具と排泄管理支援用具は、令和元年度で対見込率が130％を超える高い率となって

います。 

■第５期計画における日常生活用具給付等事業の年間見込量と実績値 

用具等種類 項 目 単位 

利用件数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

介護・訓練支援用具 

見 込 量 件/年 7 8  9 

実 績 値 件/年 15 7  1 

対見込率 ％ 214.3  87.5  11.1  

自立生活支援用具 

見 込 量 件/年 30 31  32 

実 績 値 件/年 27 25  8 

対見込率 ％ 90.0  80.6  25.0  

在宅療養等支援用具 

見 込 量 件/年 22 23  24 

実 績 値 件/年 26 32 9 

対見込率 ％ 118.2  139.1  37.5  

情報・意思疎通支援用具 

見 込 量 件/年 180 185  190 

実 績 値 件/年 37 35 10 

対見込率 ％ 20.6  18.9  5.3  

排泄管理支援用具 

見 込 量 件/年 2,175 2,225  2,275  

実 績 値 件/年 2,953 3,035  292 

対見込率 ％ 135.8  136.4  12.8  

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

見 込 量 件/年 1 1 2 

実 績 値 件/年 3 1 0 

対見込率 ％ 300.0  100.0  0.0  

注）令和２年度実績は4～7月実績を踏まえ、年間に換算 

 

 

 

介護・訓練支援用具と自立生活支援用具、在宅療養等支援用具、居宅生活動作補助

用具（住宅改修費）の利用者数は、過去の実績値が増減を繰り返していることから、

直近の令和元年度の実績値で令和3年度以降の利用件数を見込みました。 

情報・意思疎通支援用具の利用者数は、過去の実績値の減少が著しいものの、平成

30年度、令和元年度の減少は小さくなってきていることから、令和3年度以降の利用

件数を令和元年度の実績値で見込みました。 

排泄管理支援用具の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年度

以降の利用件数を見込みました。 

  

■第６期計画の見込量 

■第５期計画の検証 
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■第６期計画における日常生活用具給付等事業の年間見込量 

 

 

 

 

 

 

⑨ 移動支援事業 

 

利用者数は、身体障がいのある人の利用者数は、見込量を上回っており、知的障が

いのある人は利用者数は増加しており、精神障がいのある人は、横ばい、障がいのあ

る子どもは微減している。また、利用時間数については、身体障がいのある人に関し

ては、対見込み率が大きく上回り、65歳以上の介護保険との併用での利用者や重度障

がい者の利用が増加している。サービスの利用に関しては、ヘルパー不足の問題もあ

り利用できないことも考えられるため、今後は支援の空白の時間をヘルパー利用で埋

めるのではなく、必要時、他の施策、サービスの提供の検討も必要かと思われます。 

障がいのある子どもの利用者数、利用時間数が平成３０年度、令和元年度ともに減

少している。要因としては、放課後等デイサービスの利用により、一時的な学校への

送迎のための利用が減ったことによるものと考えられます。 

■第５期計画における移動支援事業の年間見込量と実績値 

障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

 平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

身体障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人/年 104 107  110  時間/年 10,504 10,807  11,110  

実 績 値 人/年 128 118  80  時間/年 15,387 14,626  2,512  

対見込率 ％ 123.1  110.2  72.7   ％ 146.5  135.3  22.6  

知的障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人/年 274 294  314  時間/年 29,592 31,752  33,912  

実 績 値 人/年 137 142 109  時間/年 19,765 19,411  2,934  

対見込率 ％ 50.0  48.3  34.7   ％ 66.8  61.1  8.7  

精神障がい 

の あ る 人 

見 込 量 人/年 13 15  17  時間/年 754 870  986 

実 績 値 人/年 13 12 9  時間/年 766 949 361 

対見込率 ％ 100.0  80.0  52.9   ％ 101.6  109.1  36.6  

障 が い の 

ある子ども 

見 込 量 人/年 51 53  54  時間/年 2,902 3,016  3,073  

実 績 値 人/年 30 28 11  時間/年 2,023 1,572  257 

対見込率 ％ 58.8  52.8  20.4   ％ 69.7  52.1  8.4  

用具等種類 単位 

利用件数 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

介護・訓練支援用具 件/年 7 7 7 

自立生活支援用具 件/年 25 25 25 

在宅療養等支援用具 件/年 32 32 32 

情報・意思疎通支援用具 件/年 35 35 35 

排泄管理支援用具 件/年 3,119  3,205 3,294  

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件/年 1 1 1 

■第５期計画の検証 
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障がい種別 項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用時間数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

 平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

合計 

見 込 量 人/年 442 469 495  時間/年 43,752 46,445  49,081  

実 績 値 人/年 308 300 209  時間/年 37,941 36,558 6,064  

対見込率 ％ 69.7  64.0  42.2   ％ 86.7  78.7  12.4  

注）令和２年度実績は4～7月実績を踏まえ、年間に換算 

 

 

【利用者数について】 

身体障がいのある人の利用者数は、平成29年度（86人）から令和元年度の平均値

と令和元年度の数値を比較して数値の多い令和元年度を使用し、２人ずつ増と見込み

ました。 

知的障がいのある人の利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3年

度以降の利用者数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用者数は、平成29年度（13人）から令和元年度の平均値

と令和元年度の数値を比較して数値の多い平成30年度を使用し、横ばいし令和5年度

を1人増で見込みました。 

障がいのある障がいのある子どもの利用者数は、平成30年度、令和元年度の伸び率

から令和3年度以降の利用者数を見込みました。 

【利用時間数について】 

身体障がいのある人の利用時間数は、令和元年度を使用し各年度の利用者数に乗じ

て見込みました。 

知的障がいのある人の利用時間数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用時間数を見込みました。 

精神障がいのある人の利用時間数は、平成30年度を使用し、各年度の利用者数に乗

じて見込みました。 

障がいのある子どもの利用時間数は、平成30年度、令和元年度の伸び率から令和3

年度以降の利用時間数を見込みました。 

■第６期計画における移動支援事業の年間見込量 

障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

身体障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人/年 118  120  122  

利用時間数 時間/年 14,620  14,868  15,116  

知的障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人/年 147  153  158  

利用時間数 時間/年 19,062  18,722  18,387  

精神障がい 

の あ る 人 

利 用 者 数 人/年 13  13  14  

利用時間数 時間/年 766  766  825  

■第６期計画の見込量 
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障がい種別 項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

障 が い の 

ある子ども 

利 用 者 数 人/年 26  24  23  

利用時間数 時間/年 1,221  949  737  

合  計 
利 用 者 数 人/年 304 310 317 

利用時間数 時間/年 35,669 35,305 35,065 

 

 

 

⑩ 地域活動支援センター事業 

■地域活動支援センター事業の内容 

 

  

事業名 事業内容 

基礎的事業 
地域活動支援センターの基本的事業として、利用者に対して創作的活動又は

生産活動の機会の提供等、地域の実情に応じた支援を行います。 

機能強化事業 

基礎的事業に加え、事業の機能強化を図るため、Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型の類型を

設け、次の事業を実施します。本市ではⅠ・Ⅱ型を実施しています。 

Ⅰ型：精神保健福祉士等専門職員を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤

との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障がいに対

する理解促進を図るための普及啓発等の事業を実施します。相談支援

事業に併せて実施又は委託を受けていることを要件とします。 

Ⅱ型：地域において雇用・就労が困難な在宅で生活する障がいのある人に対

し、機能訓練、社会適応訓等のサービス、創作的活動又は生産活動の

機会の提供、社会との交流促進を実施します。 

Ⅲ型：運営年数がおおむね５年以上で、実利用人員が10人以上の地域の障

がい者団体等が実施する通所による事業です。 



 

－８８－ 

 

平成30年度、令和元年度ともに利用者数に大きな変動はなく、概ね見込み通りで推

移しています。 

       ■第５期計画における地域活動支援センターの年間見込量と実績値 

事業名・地域活動 
支援センター類型 

項 目 単位 
平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

基礎的事業 

設置箇所数 箇所 2 2 2 

見 込 量 人/年 100 100 100 

実 績 値 人/年 94 105 74 

対 見 込 率 ％ 94.0 105.0 74.0 

機
能
強
化
事
業 

地域活動支援センターⅠ型 

設置箇所数 箇所 1 1 1 

見 込 量 人/年 70 70 70 

実 績 値 人/年 66 78 49 

対 見 込 率 ％ 94.3 111.4 70.0 

地域活動支援センターⅡ型 

設置箇所数 箇所 1 1 1 

見 込 量 人/年 30 30 30 

実 績 値 人/年 28 27 25 

対 見 込 率 ％ 93.3 90.0 83.3 

 

 

 

地域活動支援センターⅠ型及びⅡ型ともにこれまでと同様に１箇所ずつで、利用者数は

Ⅰ型が70人、Ⅱ型が30人と見込みました。 

■第６期計画における地域活動支援センター事業の年間見込量 

事業名・地域活動 
支援センター類型 

項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

基礎的事業 
設置箇所数 箇所 2 2 2 

利 用 者 数  人/年 100 100 100 

機
能
強
化
事
業 

地域活動支援センターⅠ型 
設置箇所数 箇所 1 1 1 

利 用 者 数  人/年 70 70 70 

地域活動支援センターⅡ型 
設置箇所数 箇所 1 1 1 

利 用 者 数  人/年 30 30 30 

   注）利用者数は実人数 

  

■第 6 期計画の見込量 

■第５期計画の検証 



 

－８９－ 

(２) 任意事業 

任意事業のうち、本市においては、以下の事業を実施します。 

■地域生活支援事業任意事業一覧 

事業名 事業概要 

日中一時支援事業※ 

 日常生活支援の１事業として、介護者等が介護できないと

き又は一時的な休息のため（一時的利用）及び介護者等の就

労支援のためのタイムケア（定期的利用）で、障がいのある

人の日中活動の場を提供します。 

視覚障がい者に対する発送文

書の点字情報サービス事業 

 社会参加支援の１事業として、身体障がい１、２級の視覚障

がいのある人の日常生活の利便性の向上を図るため、希望

する視覚障がいのある人に対して発送する文書について、

点字情報サービスを実施します。 

要約筆記奉仕員養成研修事業 
 社会参加支援の１事業として、聴覚障がいのある人への意

思疎通支援を行う要約筆記奉仕員を養成します。 

身体障がい者用自動車改造費

助成事業 

 身体障がい１級から６級までのいずれかに該当する人が就

労等に伴い、自らが所有し、かつ運転する自動車を改造する

ために要した費用の一部に対し、助成金を交付します。 

身体障がい者自動車運転免許

取得費助成事業 

 身体障がい１級から４級までのいずれかに該当する人が自

動車運転免許を取得するために要した費用の一部に対し、

助成金を交付します。 

 

 

（３）地域生活支援促進事業 

地域生活支援促進事業として、以下の事業を実施します。 

 

事業名 事業概要 

成年後見制度普及啓発事業 

 権利擁護支援の１事業として、基幹相談支援センターが中

心となって、成年後見制度の利用促進のための普及啓発を

行います。 

障がい者虐待防止事業 

 権利擁護支援の１事業として、障がい者虐待の防止、早期発

見による被害拡大の防止を図るため、基幹相談支援センタ

ー（障がい者虐待防止センター）が中心となって、支援体制

の充実及び関係機関等との連携を図ります。また、一時避難

場所の確保及び専門的な対応が必要な場合には、社会福祉

士や弁護士に助言を求める体制を整備します。 

 

 



 

－９０－ 

(４) 市独自事業 

本市独自事業として、以下の事業を実施します。 

■市独自事業一覧 

事業名 事業概要 

重度障がい者等住宅
改造助成事業 

 重度障がいのある人が住み慣れた自宅において安心して生活ができ

るよう、居住する住宅の改造を行う場合に、その世帯に対して、住宅

改造費用の一部を助成することで、重度障がいのある人の生活の利便

性の向上を図ります。 

在宅障がい者配食サ

ービス事業 

 食事づくりが困難な在宅の重度障がいのある人に対して、栄養のバ

ランスの摂れた食事の定期的な提供を通じて、健康の維持、疾病の予

防、「食」の自立等を図るとともに、配食時に安否確認等を実施する

ことで、障がいのある人の在宅生活を支援します。 

難聴児特別補聴器購

入費助成事業 

 言語及び生活能力向上のため、身体障がい者手帳の交付に該当しな

い聴力レベル（30デシベル以上）の学齢児に対して、補聴器の購入

基準額の３分の２について助成します。 

小児慢性特定疾病児

童等日常生活用具給

付事業 

 本人もしくは家族の負担を軽減するために、小児慢性特定疾病児童

等が必要とする日常生活用具の給付に係る購入費用の一部を助成し

ます。 

身体障がい者等緊急

通報装置貸与事業 

 重度の身体障がいのある人等に対し、簡単な操作により第三者に通

報することができる緊急通報装置を貸与することで、急病等の緊急時

に迅速かつ適切な対応を図ります。 

緊急時の通報 

「ＦＡＸ119」 

「メール119」 

「ＮＥＴ119※」 

守口市門真市消防組合の事業です。

●聴覚、音声・言語機能障がいのある人が、火事や急病等の緊急時に

守口市門真市消防組合に通報する手段として、次の３種類がありま

す。 

①ＦＡＸでの119番通報・・ＦＡＸで「119」をダイヤルすることで、

通報内容を送信 

②電子メールでの119番通報・・専用アドレスにメールすることで通報 

③専用サイトでの119番通報・・NET119の専用サイトにスマートフォ

ン、タブレット、携帯電話からインターネットを通じて通報 

 ただし、②・③は事前に登録が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－９１－ 

４ 第２期障がい児福祉計画／障がいのある子どもの支援の見込量 
 

※門真市では、元号（西暦）の併記としていますが、ここでは文章の見やすさを考慮し、

元号のみの表記としています。 
 

■児童福祉法に基づくサービスの種類と内容 

  ※入所系のサービスの見込みは、都道府県が行います。 

障
が
い
児
通
所
支
援 

サービス名 サービス内容 

児童発達支援 

児童福祉施設として位置づけられる児童発達支援センター

と児童発達支援事業の２類型に大別されます。 

様々な障がいがあっても、身近な地域で適切な支援が受け

られます。 

①児童発達支援センター 

 通所支援のほか、障がいのある子どもの身近な地域の支

援拠点として、「地域で生活する障がいのある子どもや家

族の支援」、「地域の障がいのある子どもを預かる施設に

対する支援」を実施するなどの地域支援を実施します。 

②児童発達支援事業 

 未就学の障がいのある子どもが日常生活における基本的

動作及び知識技能を習得し、集団生活に適応することが

できるよう、適切かつ効果的な指導及び訓練を行いま

す。 

医療型児童発達支援 
肢体不自由の障がいのある未就学の子どもに対して、児童

発達支援及び治療を行います。 

放課後等デイサービス 

就学中の障がいのある子どもに対して、放課後や夏休み等の

長期休暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的

に提供します。 

学校教育と相まって障がいのある子どもの自立を促進する

とともに、放課後等の居場所づくりを推進します。 

保育所等訪問支援 

保育所等を現在利用中の障がいのある子どもや今後利用す

る予定の障がいのある子どもに対して、訪問により、保育所

等における集団生活のための専門的な支援を提供し、保育所

等の安定した利用を促進します。 

訪
問
系 

居宅訪問型児童発達支援 

 

重度の障がい等により、外出が著しく困難な障がいのある子

どもに対し、居宅を訪問して発達支援を提供します。 

入
所
系 

福祉型障がい児入所施設 
施設に入所している障がいのある子どもに対して、保護、日

常生活の指導及び知識技能の付与を行います。 

医療型障がい児入所施設 

施設に入所または指定医療機関に入院している障がいのあ

る子どもに対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付

与並びに治療を行います。 

相
談
支
援 

障がい児相談支援 

障がい児通所支援を利用する全ての障がいのある子どもに

対して、適切なサービス利用に向けて、障がい児支援利用計

画案を作成し、ケアマネジメント※によりきめ細かく支援し

ます。 



 

－９２－ 

(１) 障がい児通所支援 

① 児童発達支援、医療型児童発達支援 

 

 

利用者数については、令和元年度は見込量の1.4倍増となっていますが、利用日数

は見込量を下回っています。これは、毎日児童発達支援のみを利用している就学前児

童より週に数日保育所、幼稚園を半日利用し、その後利用、または、保育所、幼稚園

に通所後に利用する就学前児童が増えているものです。 

■第１期計画における児童発達支援、医療型児童発達支援の月平均見込量と実績値 

項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

見 込 量 人 100 103  106  人日 1,110 1,143  1,177  

実 績 値 人 125 140  102  人日 1,052  1,047  762 

対見込率 ％ 125.0  135.9  96.2   ％ 94.8  91.6  64.7  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

 

【利用者数について】 

利用者数は、過去5年間の推移からも増加が大きく、平成30年度、令和元年度の増

加分（15人）から令和3年度以降の利用者数を15人ずつ増と見込みました。 

【利用日数について】 

利用日数についても、令和元年度の1人当たり利用日数を基に、令和3年度以降の利

用日数を見込みました。 

■第２期計画における児童発達支援、医療型児童発達支援の月平均見込量 

項 目 単位 
令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

利用者数 人 155 170 185 

利用日数 人日 1,159  1,271  1,384  

 

  

■第１期障がい児福祉計画の検証 

■第２期障がい児福祉計画の見込量 



 

－９３－ 

② 放課後等デイサービス 

 

 

放課後等デイサービスの利用者数は、平成30年度は229人、令和元年度は267人

と増加しているがほぼ見込み通りとなっておりまた、利用者数の増加に伴い、利用日

数は、平成30年度は2,514人日に対して令和元年度は3,015人日と1.2倍増加して

います。 

■第１期計画における放課後等デイサービスの月平均見込量と実績値 

項 目 単位 

利用者数  

単位 

利用日数 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 
 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２年度 

見 込 量 人 230 250  270  人日 3,390  3,675  3,969  

実 績 値 人 229 267  295  人日 2,514  3,015  3,149  

対見込率 ％ 99.6  106.8  109.3   ％ 74.2  82.0  79.3  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

【利用者数について】 

利用者数は、過去5年間の推移からも増加が大きいため平成30年度、令和元年度の

増加の平均値から令和3年度以降の利用者数を28人ずつ増と見込みました。 

【利用日数について】 

利用日数は、過去5年間の推移からも増加が大きいため利用日数についても、令和

元年度の1人当たり利用日数を基に、令和3年度以降の利用日数を見込みました。 

■第１期計画における放課後等デイサービスの月平均見込量 

項 目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 人 323 351 379 

利用日数 人日 3,647 3,963 4,279 

 

 

  

■第１期障がい児福祉計画の検証 

■第２期障がい児福祉計画の見込量 



 

－９４－ 

③  保育所等訪問支援 

 

 

このサービスは、市内ではこども発達支援センターのみで実施しているため、利用

者数の伸びは限られています。しかし、継続利用を希望する利用者が多く、新規利用

者への提供を優先する必要もあることから、平成30年度にこども発達支援センター

より継続利用希望者の必要性の再度検討を行った後、横ばいとなっています。 

■第２期計画における保育所等訪問支援の月平均見込量と実績値 

項 目 単位 
利用者数 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

見 込 量 人 15 12  13 

実 績 値 人 17 19  1 

対見込率 ％ 113.3  158.3  7.7  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 
 
 

 

利用者数は、平成30年度から令和元年度の増加分から令和3年度以降の利用者数を

2人ずつ増と見込みました。 

■第２期計画における保育所等訪問支援の月平均見込量 

項 目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用者数 人 21 23 25 

利用回数 回 1 1 1 

 

 

  

■第１期障がい児福祉計画の検証 

■第２期障がい児福祉計画の見込量 



 

－９５－ 

 (２) 障がい児訪問支援 

① 居宅訪問型児童発達支援 

 

 

第1期計画期間中を通じて1人の実績がありました。医療的ケアの必要があり、通所

が困難な障がいのある子どもの利用がありました。 

■第１期計画における保育所等訪問支援の月平均見込量と実績値 

項 目 単位 
利用者数 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

見 込 量 人 0 0  1 

実 績 値 人 1 1  1 

対見込率 ％ 0.0 0.0 100.0  

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 
 
 

 

第2期計画期間は、現状の数値で推移するものとして見込みました。今後も医療的

ケアを必要であり、通所が困難な障がいのある子どもの利用が想定されるため各年度

1名利用と見込んでいます。 

■第２期計画における居宅訪問型児童発達支援の月平均見込量 

項 目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 人 1 1 1 

利用回数 回 1 1 1 

 

 

  

■第２期障がい児福祉計画の見込量 

■第１期障がい児福祉計画の検証 



 

－９６－ 

 (３) 障がい児相談支援 

 

このサービスは、児童発達支援・放課後等デイサービス等のサービスを利用する場

合に作成するサービス利用計画であるため、平成28年度に計画作成を推進したこと

に伴い、利用者数は著しい伸びを示し見込量を上回っています。今後も新規利用者を

含めたサービス等利用計画の作成を継続して推進していくため、利用者数の伸びを見

込んでいます。 

■第１期計画における障がい児相談支援の月平均見込量と実績値 

項目 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

利用者数 人/月 210 230 250 

実績値 人/月 226 276 208 

計画作成数 回/年 242 265 288 

実績値 回/年 299 321 142 

モニタリング数 回/年 311 340 370 

実績値 回/年 187 254 112 

 

 

利用者数は、放課後等制サービスの見込み数を踏まえ見込みました。計画作成数に

ついては、平成30年度の利用者数に対して一人当たりの計画相談作成数を令和3年

度からの各年度の利用者数に乗じました。モニタリング数は、平成30年度の利用者

数に対して一人当たりのモニタリング数を令和3年度からの各年度の利用者数に乗じ

ました。 

■第２期計画における障がい児相談支援の見込量 

項 目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 人/月 323 351 379 

計 画 作 成 数 回/年 375 407 440 

モニタリング数 回/年 297 323 348 

 

 

 

 

 

 

 

  

■第１期障がい児福祉計画の検証 

■第２期障がい児福祉計画の見込量 

【参考】         ■国の指針（モニタリング実施期間） 

  障がい児通所支援・障がい児訪問支援の利用者 

  ●新規又は変更決定により、サービス内容に著しく変動があったもの ⇒ 利用開始から３ヶ月毎月実施 

  ●上記以外の者 ⇒ 6ヶ月ごとに１回実施（令和元年より） 
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(４) 医療的ケアが必要な子どものためのコーディネーターの配置 

 

令和２年度の配置を目指していましたが、現在、大阪府の研修を受講できるのは配

置することが決まっている人材のみとなっているため、今後予算措置も含めた検討が

必要であることも踏まえ困難な状況となっています。 

■第１期計画における障がい児相談支援の月平均見込量と実績値 

項 目 単位 
利用者数 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

見 込 量 人 0 0 1 

実 績 値 人 0 0 0 

対見込率 ％ 0.0  0.0 0.0 

注）令和２年度実績は４～７月の月平均実績 

 

 

医療的ケアが必要な子どもに対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの

配置については、「医療的ケアの必要な子ども」としてみなす範囲をはじめ、コーディ

ネーターの役割を担うべき専門職の配置と、１人当たりが担いうる対象者の人数も含

め、今後検討すべき点があることから協議を進め、令和5年度の配置をめざします。 

■第２期計画におけるコーディネーターの配置の見込量 

項 目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

コーディネーター

（福祉関係） 
人 0 0 1 

コーディネーター 

（医療関係） 
人 0 0 1 

 

  

■第２期障がい児福祉計画の見込量 

■第１期障がい児福祉計画の検証 
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(５) 子ども・子育て支援事業計画との連携 

第2期障がい児福祉計画の策定にあたり、「障がい児福祉計画に係る障がい児の子ど

も・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供体制の整備について」（平成29年3

月31日雇児総発0331第7号、障障発0331第9号、府子本361）では、「障がい児福祉

計画は、子ども・子育て支援事業計画及び都道府県子ども・子育て支援事業計画と調和

が保たれたものにする必要があるとともに、障がい児支援の体制整備に当たっては、子

ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）等に基づく子育て支援施策との緊密な連

携を図る必要がある。」とのことから、本計画においても、第2期門真市子ども・子育て

支援事業計画※との連携を図りつつ子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握に努めま

す。 

        【第２期計画における子ども・子育て支援等の利用ニーズ 】 

 項目 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

子ども・子育て支援等の利用ニーズ 人数 人 485 489 495 

 

なお、第2期門真市子ども・子育て支援事業計画は令和2年３月に策定し、令和2年度

から令和6年度末までを計画期間としています。以下に掲載しております内容について

は、門真市子ども・子育て支援事業計画からの抜粋であり、見込量については、障がい

のある子どもも含めた子ども全体の数値ですが、令和3年度から令和5年度まで記載し

ています。 

 

 

① 乳幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策 

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的な基準に基づき

保育の必要性を次のように認定しています。（法第19条） 

 1号：満3歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前の子ども 

 2号：満3歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども（保育を必要とす

る子ども） 

 ３号：満3歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前の子ども（保育を必要とす

る子ども） 

【事業概要】 

幼稚園は、「幼稚園教育要領」に基づき、満３歳から小学校就学の始期に達するま

での幼児に対する幼児期の学校教育を行う事業です。 

保育所は、「保育所保育指針」に基づき、保育を必要とする乳児及び幼児の保育を

行う事業です。 

認定こども園※は、幼稚園、保育所の機能を備え、幼児期の教育・保育、子育て支
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援サービスを総合的に提供する事業です。 

地域型保育事業は、定員19 人以下の少人数単位で０～２歳の子どもを預かる事業

です。 

 

【量の見込み】 

年度・事業 単位 １号 ２号 ３号 

令和３年度 

量の見込み 人 1,458 1,403 1,029 

幼稚園、保育所、認定こども園 人 923 1,475 988 

小規模保育所、家庭的保育、 

事業所内保育、居宅訪問型保育 
人 － － 213 

上期以外の幼稚園（私学助成） 人 848 － － 

提供量合計 人 1,771 1,475 1,201 

過不足数 人 313 0 172 

令和４年度 

量の見込み 人 1,429 1,346 1,012 

幼稚園、保育所、認定こども園 人 923 1,475 988 

小規模保育所、家庭的保育、 

事業所内保育、居宅訪問型保育 
人 － － 213 

上期以外の幼稚園（私学助成） 人 848 － － 

提供量合計 人 1,771 1,475 1,201 

過不足数 人 342 129 189 

令和５年度 

量の見込み 人 1,406 1,307 983 

幼稚園、保育所、認定こども園 人 923 1,475 988 

小規模保育所、家庭的保育、 

事業所内保育、居宅訪問型保育 
人 － － 213 

上期以外の幼稚園（私学助成） 人 848 － － 

提供量合計 人 1,771 1,475 1,201 

過不足数 人 365 168 137 

 

【今後の方向性】 

第１期計画に基づき、積極的な施設整備を進めてきた結果、既存の施設で幼児期の

教育・保育のニーズを満たすことができると考えられます。 

しかしながら、本計画における児童数の推計やニーズ量についても、情勢の変化に

合わせて実態と合わなくなることが十分に想定されることから、中間年度（令和４

（2022）年度）を目途に、確保方策についても、変更の必要がないかを十分に確認

の上、新たな施設整備の必要性等について判断を行います。 
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② 地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情

報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

量の見込み（年間のべ利用者数） 人 16,214 16,212 16,180 

確保方策（実施箇所数） 箇所 2 2 2 

 

【今後の方向性】 

現状の実施体制を継続し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助

についての実施内容について周知啓発し、利用しやすい運営に努めます。 

また、類似事業として実施している公立保育所等での地域子育て支援事業も含めて

実施します。 

 

 

③ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業） 

【事業概要】 

生後４か月を迎えるまでの乳児がいるすべての家庭を訪問するとともに、子育て支

援に関する情報提供並びに支援の必要な家庭に対する助言を行い、子育ての孤立化を

防ぐための事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

量の見込み（利用実人数） 人 424 411 397 

確保方策（実施体制） 実施体制：約10人の訪問員により対象家庭を訪問 

委 託 先：市内に在住し子育て事情に精通するととも

に、地域環境を把握している子育て経験者等

に委託して実施 

 

【今後の方向性】 

すべての乳児家庭への訪問を図り、育児不安などに関する相談・助言・健診の案内・

子育て支援サービスの情報提供を継続して実施します。 
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④ 養育支援訪問事業 

【事業概要】 

養育支援が特に必要と判断された家庭に対して、保健師、保育士、ヘルパー等子育

て経験者等が、居宅訪問し、養育に関する助言指導等を行う事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

量の見込み（利用実人数） 人 12 12 12 

確保方策（実施体制） 実施体制：７箇所 

委 託 先：ヘルパー事業所等に委託し実施 

 

【今後の方向性】 

様々な理由で一時的に家庭での養育が困難となった保護者等を対象に、ヘルパー等

を派遣することにより養育者の育児不安等を軽減するなど、養育支援を継続して実施

します。 

 

 

⑤ 一時預かり事業 

【事業概要】 

保護者の疾病等により一時的に保育を必要とする子どもに対して、一時預かりを実

施する事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

幼稚園 
量の見込み（年間のべ利用者数） 人 25,200 24,221 23,485 

確保方策（年間のべ利用者数） 人 25,200 24,221 23,485 

保育所 
量の見込み（年間のべ利用者数） 人 5,006 4,860 4,709 

確保方策（年間のべ利用者数） 人 5,006 4,860 4,709 

 

【今後の方向性】 

実際の利用状況を見極めた上で、保育所や認定こども園での一時預かりや幼稚園の

在園児を対象とした一時預かりなど、様々な形態に応じて事業を実施します。 
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⑥ 時間外保育事業（延長保育事業） 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育時

間を超えて延長して保育を実施する事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

量の見込み（利用実人数） 人 961 933 906 

確保方策（利用実人数） 人 961 933 906 

 

【今後の方向性】 

すべての保育所・認定こども園において時間外保育（延長保育）を行い、見込量（実

人数分）の確保に向けた取組を進めます。 

 

 

⑦ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【事業概要】 

保護者が就業等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後の遊びや

生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。 

 

【量の見込み】 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

量の見込み（登録児童数） 人 1,563 1,566 1,583 

確保方策（登録児童数） 人 1,563 1,566 1,583 

 

【今後の方向性】 

今後、実際の利用状況を見極め、実施手法等も検討した上で実施します。 
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５ サービスの確保と人材の確保 
 

(１) サービスの確保 

入所等から地域生活への移行については、障がい者やその家族、施設・事業所職員等

の地域移行への意識向上・理解促進に早期に取り組み、グループホームの体験利用の推

進などの支援体制の充実を図るとともに、地域生活を希望する者が地域での暮らしを継

続することができるよう、必要な障がい福祉サービス等が提供される体制を整備する必

要があります。例えば重度化・高齢化した障がい者で地域生活を希望する者に対しては、

日中サービス支援型指定共同生活援助により、地域との交流及び常時の支援体制を確保

するなど、重度化・高齢化に対応したグループホームを充実させることにより、障がい

者が安心して暮らすことができる住まいの場を提供し、地域生活への移行が可能となる

ようなサービス提供体制を確保に努めます。 

また、ライフステージに合わせた支援として、学校の卒業後の進路や就職等の生活環

境の変化を見据えた円滑な引継ぎ、対応力の強化、継続的な支援の実施及び相談支援を

中心とした各福祉サービス事業所等との緊密な連携に努めます。 

さらに、精神障がいのある人が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、精神病床における長期入院患者の地域生活への移行に向けて、精神障

がいにも対応した地域包括ケアシステムの推進に取り組みます。 

サービス提供事業所アンケート調査からニーズが高いサービスとして、短期入所、グ

ループホーム、居宅介護、同行援護、移動支援が、今後不足することが予測されるサー

ビスとして、生活介護、就労継続支援Ｂ型などがあげられます。 

短期入所については、従来より介護者の高齢化による介護負担の軽減や、介護者の入院

などの体調不良時等の緊急的な利用希望が多いこと、また、グループホームについては、

市内事業所の新規開設に伴い、社会資源の増加がみられたものの、依然として重症心身障

がいのある人が利用可能なグループホームが不足している状況です。 

国及び大阪府の障がい者施策において、施設や病院から地域での生活への移行が進め

られているなか、本市では、地域の受け皿となる社会資源の増加及び障がいのある人の

重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、短期入所やグループホームの機能を備えた多

機能型地域生活支援拠点を平成31（2019）年４月１日に開設しました。障がいのある

人等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、福祉施設等の支援に係るニーズ

把握に努めるとともに、利用者及び介護者等のニーズに応じた、様々な支援を切れ目な

く実施できるよう取り組みを進めていきます。 

また、ヘルパーの人材不足により、十分な利用ができない曜日・時間帯があることなど

が課題となっている居宅介護、重度訪問介護、同行援護、移動支援、今後支援学校卒業生

の新たな利用が予想される生活介護、就労継続支援Ｂ型など、今後もこれらのサービスを

確保するため、それぞれの課題について近隣市や障がい福祉サービス事業所等との協議を

行うとともに、門真市障がい者地域協議会において検討するなど、サービスの確保に努め
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ます。 

障がい者支援施設は、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせないもの

であり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要な各種サービスが継続

的に提供されることが重要です。引き続き、感染防止対策を厳重に徹底した上での適切

なサービスを実施するとともに、関係機関と連携のもと、感染症発生時の円滑な情報共

有等を図ります。 

利用者の方々が安心してサービスを利用できるように、防災及び防犯対策や職員の対

応に関する点検等の取組を促すなど、安全確保体制の構築を図ります。 

 

 

(２) 人材確保と資質の向上 

同行援護や行動援護など専門性の高いサービスについては、大阪府等の研修機会を活

用し、受講を推進するなどヘルパーの資質の向上に協力していきます。同時に、行動障

がいのある人や精神障がいのある人、高次脳機能障がいのある人、医療的ケアの必要な

人、難病患者等、個々の障がい特性やニーズに合った適切な対応ができるよう、専門的

知識や技術習得のための研修受講について、引き続き事業所に働きかけるとともに、大

阪府等の関係機関による開催の充実を要望していきます。 

また、様々な障がい特性に応じた、適切なサービスを提供するため、計画相談支援及

び、障がい児相談支援の充実が図れるよう、人材確保に努めるとともに、利用者及び介

護者のニーズに対応するため、ケアマネジメントの向上と実践について引き続き助言及

び指導等に取り組んでいきます。 

さらに、支援が困難な人及び世帯等へ適切な支援を実施するため、門真市障がい者地

域協議会を活用し、地域課題を明らかにするとともに、ネットワークを活用した課題解

決に引き続き取り組むなど、多職種間の連携を推進し、関係機関のスキルアップを図っ

ていきます。 

また、基幹相談支援センターを中核とし、委託相談支援事業所※及び指定特定相談支援

事業所、指定一般相談支援事業所との連携強化に引き続き取り組み、新たな地域課題を

明らかにするとともに、課題解決のための相談支援体制の検証・評価を図り、さらなる

相談支援体制の充実・強化に努めます。 

市内のサービス提供事業所との連携を強化し、本市における福祉・介護サービスの質

の維持向上・機能強化を図るため、サービス提供事業者と意見交換を行い、また、社会

福祉や介護の仕事がやりがい・魅力のある仕事であることについて、積極的な情報の周

知や広報活動に努めます。 

障がい福祉サービス事業所等の従事者が安心して働き続けることができるよう、事業

所における研修の充実や職場環境の改善に向けた取り組みを促し、従事者の早期離職防

止・定着を図ります。 
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６ 相談支援・ケアマネジメント体制の充実 
 

(１) 地域支援体制の充実 

国は、団塊の世代が後期高齢者となる令和７（2025）年を目途に、高齢者が尊厳を

保ちながら、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けるこ

とができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の

構築を推進しています。 

この地域包括ケアシステムにおいては、(1)医療（在宅医療等）、(2)介護（介護保険サ

ービス等）、(3)予防（介護予防や健康づくり、生きがいづくり等）、(4)住まい（生活の

基盤として必要な住まいの整備）、(5)生活支援（見守りやサロン活動、配食サービス、

権利擁護等）が、日常生活の場で一体に提供されることをめざしています。 

本市においても、「門真市高齢者保健福祉計画※」において、高齢者が住み慣れた地域

で、安心して暮らし続けることができるよう、くすのき広域連合※と連携の強化に努め、

医療・介護・生活支援・介護予防の一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化・

推進をめざすとともに、支援を必要とする高齢者の暮らしを身近な地域で見守り、支え

ていく仕組みづくりを進めるとしてきました。 

門真市第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画において、成果目標に精神障

がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築や、保健、医療、障がい福祉、保育、教

育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関

するコーディネーターを配置することがあげられています。また、主任相談支援専門員

の計画的な確保と有効活用を行いつつ質の高い相談支援体制を構築することが重要とさ

れています。 

地域包括ケアシステムは、高齢者のみならず、障がいのある人、子育て家庭、生きづ

らさを抱えた若者、生活困窮者など対象を広く捉えて推進することが求められています。 

また、地域包括ケアシステムは、支援を必要とする人だけのものでなく、元気な高齢

者や学生、主婦など幅広い市民参加のもとで地域包括ケアシステムを推進していくこと

が重要であり、「地域共生社会」の実現をめざすこととつながります。 

そこで、本市においても支援の必要な人を早期に発見して支援につなげていくととも

に、介護、障がい、子育て等の各分野が連携し総合的な支援ができる仕組みづくり・環

境づくりに努め、地域包括ケアシステムを深化・推進させていきます。 

  



 

－１０６－ 

(２) 相談支援体制の充実 

① 門真市障がい者基幹相談支援センターの役割  

基幹相談支援センターにおいては、地域の相談支援の中核的拠点として総合的かつ

専門的な相談業務を担い、地域の相談支援支援事業所に対する助言、指導を行いなが

ら人材育成に努めます。また、権利擁護のために必要な援助（成年後見）や虐待の防

止、地域移行・地域定着の促進、その他必要な支援を提供するため、関係機関とのネ

ットワークを構築し、障がいのある人の自立した日常生活及び社会生活の実現に向け

た相談支援体制の充実を図ります。 

また、地域生活支援拠点や、児童発達支援センター、相談支援事業所、介護保険の

地域包括支援センター※等、より一層重層的な相談支援体制の構築をめざします。 

■基幹相談支援センターの業務と連携体制 
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談等）機能 
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地域相談支援 

事業者 

障がい児相談

支援事業者 

委託相談 
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連携 

連携 
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連携 

相談支援専門員、 

社会福祉士等 

運営協力 

自立生活援

助・就労定着

支援事業者 

 
連携 連携 
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－１０７－ 

②  門真市地域生活支援拠点の役割 

門真市地域生活支援拠点は、居住機能のための機能を一つの拠点に集約し、地域の

障がいのある人の支援を行う多機能拠点整備型として、平成31（2019）年４月１

日に開設しました。その機能としては、大きくは「相談（地域移行、親元からの自立

等）」をはじめ、「緊急時の受け入れ」「地域の体制づくり」「専門性」「体験の機会・

場」の５つがあります。これらの５つの機能を活用し、居住支援等の機能の向上及び

相談体制の充実を図ります。 

 

■門真市地域生活支援拠点のイメ－ジ図（多機能拠点整備型） 
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－１０８－ 

③  門真市障がい者地域協議会の役割 

門真市障がい者地域協議会は、相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関す

るシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす協議の場として設置されています。学

識経験者、障がい児（者）関係団体代表者等の障がいのある人に関係する機関で構成し、

障がい福祉を推進するための調査、審議等を行っており、本協議会の各専門部会では、

地域包括支援センター等の他の相談専門機関との連携を強化し、困難事例への対応をは

じめ、きめ細かな対応、介護相談、情報の提供等の総合的な相談体制整備に努めていま

す。また、サービス利用者の意見を十分反映できるよう、専門部会の構成員に当事者

を加えるなど、専門部会の再編成を行いました。今後も障がいのある人の実態把握、

地域資源の評価、支援体制の構築などを協議し、改善、充実に努めていきます。 

■門真市障がい者地域協議会のネットワーク図 
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就労専門部会 
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■門真市障がい者地域協議会における各部会の役割 

部会名 会議名 会議の目的 

門真市 

障がい者 

地域協議会 

門真市障がい者      

地域協議会 

門真市の障がい福祉を推進するための調査審議等を実施。                                                 

①障がい福祉サービスの利用に係る相談支援事業の運営評価                                                  

②困難事例への対応のあり方に関する協議及び調整                                                             

③地域の関係機関によるネットワークの構築        

④権利擁護、就労支援等に関する調整及び研究 

⑤地域の社会資源の開発又は改善                    

⑥障がい福祉計画の策定に係る助言及び指導並びに進捗状況の把握及び推進等                        

サブ協議会 サブ協議会 

①地域や関係機関、各部会から出た問題・課題の集約、サブ協議会と部会

全体での解決に向けた検討 

②門真市障がい者地域協議会への問題提起及び提案 

③事例検討等による、情報・問題点等の共有及び解決に向けた検討 

④障がい児（者）施策についての研修の実施及び障がい児（者）関係機関

とのネットワークの構築 

相談専門 

部会 

                           

門真市障がい児者

相談支援連絡会 

①部会に参加する会員相互の交流・情報交換・研修・事例検討による相談

支援専門員の質の向上 

②地域課題の抽出及び課題解決に取り組むことによる、障がい児（者）等

があたりまえに生活できる地域の確立 

地域移行 

専門部会 

門真市地域移行   

地域定着支援会議 

①門真市内で生活する障がい者、病院や施設から退院・退所してくる障が

い者に対し、地域で安定した生活を継続できるための支援の実施を行う

関係機関のネットワークの構築 

②自立した生活の定着面に重きを置き、事例を挙げながら地域での生活を

定着させるために必要な社会資源の把握、支援の方向性の共有及び実施 

守口・門真地域 

移行ワーキング 

①門真市・守口市の精神障がい者が、長期入院から地域生活への移行が可

能となるための、ケースの掘り起こしやケース検討 

児童専門 

部会 

児童専門会議 

①地域の関係機関によるネットワークの構築 

②地域の課題の抽出及び共有 

③地域の社会資源の開発・改善 

④発達の記録シートの運用に関する協議 

⑤困難事例への対応のあり方に関する協議及び調整 

⑥その他、会議で必要と認められる事項 

守口・門真支援 

教育推進連携会議 

①地域の支援教育推進のための、門真市・守口市の学校・園と障がい児

（者）を支援する関係機関の日常的なネットワークの構築 

②障がい児（者）への支援の充実のための、各機関の業務内容の情報交

換及び実務担当者の相互の研鑽 

精神保健 

専門部会 

門真クラブ実行 

委員会門真合同 

スタッフ会議 

①門真市域の精神障がい者社会復帰施設等に通所するメンバー同士の交

流、仲間意識の向上、社会参加に向けた意欲的な活動の実施 

②精神障がい者に関する関係機関スタッフ同士による、精神障がい者が暮

らしやすいより良い街にしていくための検討 

就労専門 

部会 

就労部会 

①障がい者の就労支援の課題の明確化及び各機関との連携による課題解決                               

②庁舎実習の継続的な運営                                                               

③障がい者が働くとはどういうことか学ぶ機会の提供 

エルフェスタin     

北河内西実行委員会 

➀障がい者が働くことについての市民・事業所の方々への理解促進 

②障がい者が働く為の準備についてどのように取組をすればよいか  

を知ってもらうためのイベント「エルフェスタ」の企画・実施 

障がい 

専門部会 

門真市障がい福祉

を考える会 

①門真市内の障がい福祉サービス事業所間での情報交換 

②よりよい福祉サービスを提供するための勉強会や研修の実施 

③地域の障がい福祉サービス事業所や各機関との連携を図る各種会議の実施 

 

障がい者 

差別解消 

専門部会 

障がい者差別解消

専門会議 

① ①障がい者に関する理解促進、理解啓発について、様々な年代に対し  

②  ての取組  

②障がい者の差別解消に関する課題解決への取組 

 



 

－１１０－ 

④  地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

障がい者支援施設等に入所または精神科病院に入院している障がい者等に対して、

計画的に地域移行支援に係るサービスの提供体制の確保を検討します。 

また、地域生活の定着や継続のために、自立生活援助や地域定着支援に係るサービ

スの提供体制の充実に努めます。 

  

⑤  発達障がい児（者）等に対する支援 

発達障がい児（者）等に対する支援として、4か月児・1歳6か月児、2歳6か月児歯

科、3歳6か月児の各健康診査や経過観察健診を実施する中で障がいの早期発見に努

め、医療機関や適切な療育施設等に繋ぐとともに必要な支援を行います。また、こど

も発達支援センターにおいても18歳までの障がい又は発達障がい（疑いを含む）のあ

る子どもの保護者に対して各種相談を実施し、子どもの特性に応じた関係機関等へと

繋ぐための継続的な支援に努めます。 

また、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の発達障がい児（者）や

その家族等に対する支援体制を確保するとともに、 発達障がい者または発達障がい

児が可能な限り身近な場所において必要な支援を受けられるよう努めます。 

 

⑥  居住支援協議会との連携 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第

112号）」に基づく居住支援協議会として設置する、「Osakaあんしん住まい推進協議

会※」」に本市も参画し、障がいのある人や高齢者等の住宅確保要配慮者※が安心して住

まいを確保できる住環境の整備及び居住の安定確保等に向けた取り組みを進めるとと

もに、障がい者地域協議会とOsakaあんしん住まい推進協議会との連携に努めます。 

 

⑦  専門的な機能を有する機関との連携 

市の体制整備に向けた助言、困難ケースにかかる相談支援や事業所のニーズに応じ

た研修等を行う発達障がい者地域支援マネージャー※を配置する「大阪府発達障がい

者支援センター（アクトおおさか）」、高次脳機能障がいに関する普及啓発や研修事業

等を行う「高次脳機能障がい支援拠点（大阪府障がい者自立センター）」及び難病患者

やその家族に対する相談就労支援等を行う「難病相談支援センター（大阪難病相談支

援センター）」等の専門的な機関との情報連携を強め、障がい等のある人やその家族へ

の情報提供及び相談支援に努めます。 

 

  



 

－１１１－ 

⑧  障がいのある子に対する支援体制の整備 

妊娠届出時に新生児聴覚検査等の重要性を周知し、産後2週間の電話相談時や新生

児訪問時、また、4か月児健診時に検査結果の把握と未受検の場合は受診勧奨を行い

ます。 

乳幼児期における疾病や障がいの早期発見・早期治療・早期療育を推進するため、

４か月児・１歳６か月児・２歳６か月児歯科・３歳６か月児の各健康診査や経過観

察健診を実施し、その他地区担当保健師が個別の支援やを行い、門真市子育て世代

包括支援センターひよこテラスと連携した支援を行います。このことにより母子の

健康保持をはじめ、母親の育児不安の軽減、疾病や障がいの早期発見や児童虐待防

止の観点も含めた切れ目ない支援の実施に努めるとともに、医療機関や適切な療育

施設等に繋ぎ、支援します。 

また、保育所・幼稚園・学校等と障がい児通所支援事業所等との支援協力体制の構

築を図り、障がいのある子どもの発達段階に応じた支援に努めます。 

重症心身障がい児や医療的ケアを要する子どもが身近な地域で必要な支援を受けら

れるとともに、緊急時の受け入れができる体制の整備に努めます。また、重症心身

障がい児・医療的ケアを必要とする人数や家族のニーズの把握、重症心身障がい

児・医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保に向けた家庭環境を踏まえ

た支援や短期入所の役割・あり方の検討など、関係機関が協力して総合的な支援体

制の構築をめざします。 

 

⑨ 市の役割       

本市では、市民からの相談を受けやすくするために、電話や来庁の際には聴覚障が

いのある人には、手話通訳者の通訳のほか、筆談やFAXでの相談やホームページから

も相談の受付を行っており、また障がい福祉課には、聴覚障がいのある人からの相談

専用のメールアドレスを設置して、いつでも相談を受付できるように配慮しています。 

感染症等拡大防止のため、スマートフォンやタブレット端末などを用いた遠隔手話

サービスも実施しています。 

視覚障がいのある人への情報伝達手段として、点字の広報・声の広報・広報かどま

拡大版を作成し、発行しています。 

相談窓口での利便性の向上を図るとともに、職員の資質の向上を図り対応の充実を

進めます。また、障がいのために意思疎通支援を図ることに支障のある人に対して、

手話通訳者、要約筆記者を派遣し、障がいのある人のコミュニケーションを支援しま

す。 

障がい者虐待の通報相談は、障がい者虐待防止センターと市が協力し、24時間受付

ができる体制をとっています。聴覚障がいのある人からの通報も受けられるよう、

FAXでも24時間受付を行っています。今後とも引き続き、メール等を活用した相談・
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通報の受付など、障がい者虐待の通報に対して、迅速かつ的確に対応することができ

る体制の整備を進めます。 

 

(３) ケアマネジメント体制の充実  

障がい児（者）の自立と社会参加の促進のため、一人ひとりの障がいの状況や家庭、

住まいの状況、サービス利用意向等個々の状況に応じて、利用者や障がい福祉サービス

等の社会的基盤の整備の実情の把握に努め必要なサービスや社会資源等の情報提供を行

うとともに、サービス等利用計画の作成を進めます。個々の課題解決に向けて計画相談

支援、地域相談支援、委託相談、基幹相談支援センターなどの役割を明確化しながら関

係機関との連携に努めます。 

また、ライフステージを通じた支援をつなげられるようにするとともに、障がいのあ

る人の高齢化や「親亡き後」へのより適切な支援を行うため、関係各課や関係機関との

連携、相談支援専門員と介護支援専門員※の合同での研修会の実施などサービス等利用

計画の作成に携わる人材の確保と資質の向上に努めます。 

さらに、計画相談支援におけるモニタリングは、サービス利用状況の確認のみならず、

利用者との一層の信頼関係を醸成し、新たなニーズや状況の変化に応じたニーズを見出

し、サービスの再調整に関する助言を行うなど、継続的かつ定期的に実施することが重

要です。特に高齢障がい者が介護保険サービスへ移行する際には、制度間の隙間が生じ

ないよう、相談支援専門員による十分なモニタリングを実施するとともに、その結果を

介護支援専門員によるアセスメントにつなげるなど、制度間の連携強化を図るとともに、

アセスメント・モニタリングの質の向上を図り、専門的な指導・助言の実施ができる体

制の構築に努めます。 

障がい者地域協議会を活用して、計画相談支援、地域相談支援、一般相談支援、基幹

相談支援センターなどの地域における相談支援体制の検証・評価を行います。 

また、総合的な相談支援体制・専門的な指導・助言・人材育成の強化・充実及び、さ

らなる関係機関との連携に向けた相談支援体制の構築に向けた取り組みに努めます。 

障がいのある人等の生活実態を踏まえて、支援における社会資源の評価、必要な支援

体制の構築や運営状況に対する評価を行うなど、支援体制の充実に努めます。 

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援として、地域の相談等を受け止め、障がい

特性や障がいのある人自身の抱える課題等をもとに、様々な関係機関が連携し、障がい

のある人に寄り添い共に行動する支援を中心に担う、伴走型の相談支援体制の構築に向

け、調査・研究を行います。 

また、地域包括ケアシステムの構築の一環として、障がい者地域協議会や介護保険の

地域ケア会議において事例検討等による事業者等のケアマネジメントの力の向上を図る

とともに、地域の課題を把握・検討し、政策形成に結びつける仕組みづくりを進めます。 

 

 



 

－１１３－ 

７ 人権の尊重と権利擁護の推進 
 

(１) 障がいや障がいのある人に対する理解の促進 

障がいのある人が安心して暮らすことができるよう、門真市障がい者計画に基づき、

市民に対して様々な障がいに対する正しい理解や認識を深めるための啓発を進めます。 

障害者差別解消法への理解を広げ、障がいを理由とする差別等をなくすとともに、日

常生活や社会参加に関するさまざまな場面でのバリアをなくすための合理的配慮の提供

を行います。 

障がいと障がいのある人に関する正しい知識の普及や理解の促進を図るため、障害者

差別解消法の理念や「障がいを理由とする差別」、「合理的配慮」の提供等の事例を広報

紙や市ホームページ等を通じて、周知啓発を図ります。 

障がいや障がいのある人についての理解・啓発を図るため、毎年12月3日から9日まで

の障がい者週間に合わせ、京阪古川橋駅等周辺で「ふれあいキャンペーン」を行っており、

様々な障がいについて分かりやすくお知らせする「啓発折り紙」等の配布とともに、障が

いのある人からのメッセージカードや手作り製品の販売等をおこなうなど、より多くの人

に関心を持ってもらえるよう取り組んでおり、引き続き実施していきます。 

障害者差別解消法の施行に合わせ、平成28（2016）年４月には、「市職員向け対応要

領」を策定・施行し、平成29（2017）年４月には「教職員向け対応要領」を策定・施行

し、いずれも市職員及び教職員に対し周知を図っています。市職員を対象とした研修等を

行い、職員一人ひとりの障がい者理解の促進や合理的配慮の取組、施策・事業についての

理解の向上に向けて取り組みます。 

各小・中学校においては、教職員研修等を通して基礎的環境整備及び合理的配慮につい

ての理解を進めています。また、子どもの発達段階や状況に即した障がい理解教育を実施

しています。今後も引き続き大阪府が推進している、「ともに学び、ともに育つ」教育の

もと、本市においても、各校において障がい理解教育を進めていきます。また、門真市障

がい者地域協議会及び差別解消部会における事例検討や情報共有等を通じて、障がいを

理由とする差別の解消に向けた取組を推進します。 

障がいのある人の就労に関しては、毎年守口市との共催で、北河内西障がい者就業・生

活支援センター※に委託し、守口門真商工会議所等の後援のもと、市民・企業向けの啓発

イベント「エルフェスタ」を開催し、障がいのある人の雇用についての理解が深まるよう

取組を実施しています。 

障がいのある人の理解を深める機会として、門真市在住の障がいのある人等が作成し

た、絵画・書道・置物等の作品展（きらめきアートフェスタ）を引き続き実施し、障が

いのある人の理解を深める機会づくりに努めます。また、門真市民文化会館ルミエール

ホールの指定管理者と協議しながら、これまでロビーコンサートやまちかど・まちなか

コンサート等誰もが音楽に触れることができる機会を創出してきました。また、多目的

トイレやスロープ、エレベータを新設し、大ホール及び小ホールに車椅子用鑑賞席を新
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たに設置するなどバリアフリー化を含めた大規模改修を行い、だれもが文化芸術活動や

交流活動等の情報収集・発信・参加できるよう環境を整えました。今後も引き続き機会

の充実・促進に努めます。 

障がいのある人や高齢者に提供する資料の収集、非来館型の電子図書館、図書館内で

は拡大読書器などを活用し、障がいのある人が図書館を利用しやすい環境整備を行いま

す。また、障がいのある人の図書館利用を促進するためにサービスの周知に努めます。 

障がいのある人は、福祉サービスをはじめとする様々な情報へのアクセスや、日常生

活でのコミュニケーションについて不安を感じたり、困難な経験をしていることが少な

くありません。視覚障がいや聴覚障がいのある人だけでなく、知的障がい、精神障が

い、発達障がいのある人もできる限り様々な場で自己の意思を表明し、伝達できるよう

にするとともに、情報の入手を容易にできるよう支援します。 

障がいのある人にとって、住みよいまちづくりを推進するため、障がいのある人等の立

場に立って課題や改善点を把握し、障がいのある人等が安全・快適に利用できるユニバー

サルデザインの普及・啓発に取り組みます。 

また、本市では、様々な人権に関するテーマを取り上げ、定期的に人権講座「ともに生

きる」の開催や啓発物の発行・掲載に取り組んでおり、引き続き、障がいを理由とする差

別を解消し、障がいのある人が尊厳を持って暮らすことができるよう、市民の人権尊重意

識の高揚に努めます。 

 

    

(２) 障がいのある人の虐待防止の推進 

障がいのある人の尊厳を守るために、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律（障害者虐待防止法）」が平成23（2011）年６月24日に制定され、

平成24（2012）年10月１日から施行されました。この法律は、国や地方公共団体、

障がい者福祉施設従事者等に障がいのある人の虐待の防止等のための責務を課すととも

に、虐待を受けたと思われる障がいのある人を発見した者に対する通報義務が課されて

おり、法律の趣旨等について、より一層の周知・啓発を進めます。 

また、市町村が虐待防止の主たる担い手となり、本市においても、障がい者虐待の早

期発見や対応を担う機関として、「門真市障がい者虐待防止センター」として門真市障が

い者基幹相談支援センターを位置づけています。 

虐待は養護者のみならず、障がい者福祉施設の従事者や障がい福祉サービス事業等の

従事者、障がいのある人を雇用する事業主等使用者によっても行われます。 

虐待は障がいのある人の尊厳を傷つける許されない行為であり、自立や社会参加を妨

げる行為でもあります。 

そのため、家庭や施設、学校等における障がいのある人の虐待防止に努めるとともに、

虐待されている障がいのある人に対する避難先の確保のほか、虐待されている障がいの

ある人、虐待している人が抱える問題の解決に向けて、関係機関や地域団体等との連携
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を強化し、適切な支援・再発防止を図ります。また、基幹相談支援センターのネットワ

ークを活用し、相談支援事業所による居宅や施設等の訪問を通じた虐待の早期発見・早

期対応に努めるとともに、警察等の関係機関とも連携し、虐待を受けた障がいのある人

の迅速かつ適切な保護を行うなど、虐待の発生要因の除去に至るまでの適切な対応に努

めます。 

   障がい者虐待の対応等を協議する、コアメンバー会議及び対応方針検討会議を活用し

て、虐待の増減・発生要因の分析等を通じた虐待の特徴・傾向の把握や虐待防止の体制・

取組等の検証、また、事前に相談通報等がなかった事案に対する支援のあり方等の検討

について、障がい者虐待防止センターと連携を密にした取り組みを進めます。 

 

 

(３) 権利擁護の充実 

知的障がいや精神障がいなどの理由で、適切な判断ができない方々を保護・支援する

ため、成年後見制度があります。しかし、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要

な手段であるにもかかわらず十分に利用されていないことから、国においては、「成年後

見制度利用促進法」が平成28（2016）年５月13日に施行されました。 

地域で生活している方で、身の周りのことや金銭管理ができないなど、判断能力が不

十分な障がいのある人を対象に個々の状況に合わせて、必要な福祉サービスにつなげる

ことや、社会福祉協議会と連携しながら、日常的な金銭管理等を行う日常生活支援に努

めてまいります。 

障がいのある人が安心して生活できるよう、成年後見制度利用支援事業の周知と利用

促進を図るとともに、国の動向を踏まえつつ、障がいのある人及び家族等に対する情報

の提供や相談対応の充実を図るため、市民後見人の育成・確保について取り組んでいき

ます。 

障がい者虐待防止センターを主体とする虐待防止・成年後見制度の利用促進等権利擁

護に関する研修の実施体制づくりに努めます。 
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８ 障がいのある人の雇用・就労の促進 
 

(１) 障がいのある人の雇用の促進 

障がいのある人が、その適性に応じて能力を十分発揮することができるよう、多様な

就労機会を確保するとともに、障がいのある人の雇用を促進するため、北河内西障がい

者就業・生活支援センターやハローワーク※、支援学校、福祉サービス事業所、企業等と

ネットワークを構築し、効果的な連携を図り、情報を共有しながら、障がいのある人の

雇用を促進する体制の整備を進めます。 

また、障がい者福祉施設から一般就労への移行を促進するため、生活介護、就労継続

支援事業所等を利用した後、新たに雇用された障がい者の就労の継続を図るよう就労定

着支援を促しつつ、大阪府等と連携し就労支援事業所のスキルアップを図るとともに、

近隣市や福祉サービス提供事業所、企業等と連携し、就労定着の推進に努めます。 

 

 

(２) 市における取組の推進 

門真市障がい者地域協議会の就労専門部会において、北河内西障がい者就業・生活支

援センターを中核として日中活動系サービス事業所や相談支援事業所と連携し、一般就

労をめざす障がいのある人等を対象に、引き続き、市役所における庁舎実習の受け入れ

を実施します。 

また、本市では発注業務に関して、障がいのある人の経済面の自立を目的とした「国

等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達

推進法）が平成25（2013）年４月１日に施行されたことにより、障がい者就労施設の

各事業所との連携を図るべく、庁内各課に対して、事業所への物品やサービス等の発注

に関する調査を行い、事業所に情報提供を行うことで、物品の発注を行っています。 

今後についても、同様の調査を行い、「障害者優先調達推進法」に基づき、市内の事業

所と連携し、全庁をあげて障がい者就労支援事業所等からの物品等の調達の推進及び事

業所における工賃の増加を図るとともに、障がい者就労施設等でつくられる製品や提供

可能な役務（サービス）を広く周知し、受注の促進を支援します。 

さらに、障がいのある人の雇用・就労を要件とする総合評価一般競争入札制度※や自主

製品の購入、販売支援等、庁内の様々な部署において、障がいのある人の雇用・就労の

促進につなげることができるよう、「行政の福祉化※」についても引き続き取組を進めま

す。 
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■優先調達目標と実績 

 

 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

物品 
目標 200,000 円 500,000 円 1,600,000 円 1,700,000 円 2,000,000 円 2,600,000 円 

実績 198,780 円 1,523,142 円 1,686,070 円 2,074,106 円 2,573,016 円 2,254,854 円 

役務 
目標 100,000 円 100,000 円 100,000 円 100,000 円 100,000 円 100,000 円 

実績 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 2,486,400 円 

 

 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 

物品 
目標 5,060,000 円 2,966,000 円 

実績  1,304,080 円  

役務 
目標 3,150,000 円 2,913,000 円 

実績 3,170,838 円  
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９ 計画の推進 
 

(１) 計画及び制度の広報・周知 

障害者総合支援法の目的である「障がいの有無にかかわらず国民が相互に人格と個性

を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現」を実現するためには、市民の理

解と協力が必要不可欠です。 

障がいのある人もない人も「共に生きる社会」の実現に向けて策定されたこの計画に

ついて、すべての市民が理解を深められるよう、広報やホームページ等様々な媒体や機

会を活用して周知や情報提供を図ります。また、利用者が適切にサービスを利用するこ

とができ、制度やサービスに対する理解を深められるよう、引き続き広報・周知を進め

ます。 

 

 

(２) 関係各課・関係機関との連携 

この計画の目標や見込量を達成するためには、障がい福祉サービスをはじめ就労・雇

用、教育等関連分野との連携が特に重要であることから、庁内の関係各課との連携・調

整を一層進めていきます。 

とりわけ、国の基本指針では、施設入所者の地域生活への移行、精神障がいにも対応

した地域包括ケアシステムの構築、福祉施設から一般就労への移行、医療的ケアの必要

な子どもへの対応の充実を含めた障がい児支援体制の整備、相談体制の充実・強化、障

がい福祉サービスの質の向上等が成果目標となっていることから、この計画では、保健・

福祉・医療・教育等の関係機関との連携を図り、取り組みを進めます。また、上位・関

連計画や、今後策定される計画との連携を図り、社会経済環境や住民ニーズの変化に対

応した適切な事業の推進を図ります。 

    

 

(３) 国、府、近隣市との連携 

この計画の内容は、本市単独で達成できないものも含まれています。 

この計画は、「大阪府障がい福祉計画及び大阪府障がい児福祉計画」の成果目標とも関

連していることから、大阪府との連携を図り計画の実行に向けて取り組みます。 

また、国、大阪府の事業や施設を利用することが必要なものや、近隣の自治体と協働

することにより、より効果的な事業展開を図ることができるものについては、関係機関

との連携を図り、きめ細かなサービスの提供に努めます。 

また、広域的な対応が望ましい施策については、近隣市との連携を進め、効果的な推

進を図ります。 

さらに、事業の安定的な運営のため、国や府に対する制度改善や財政措置の充実を要

望していきます。 
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(４) 専門的人材の育成・確保 

この計画の目標や見込量を達成できるよう、また、今後ますます増大・高度化するニ

ーズに対応できるよう、サービス等利用計画の作成を行う、相談支援専門員をはじめと

する保健福祉サービス等を担当する専門職員の育成・確保を図るとともに、資質の向上

に努めます。 

   サービスの質の向上を図るため、福祉サービス提供事業所に対し、法令の改正や通知

等について周知し、利用者の満足度の高いサービスの提供が行えるよう努めます。 

また、障がいのある人等への対応に重要な役割を持つ手話通訳者・要約筆記者をはじ

めとする人材の確保を進めるとともに、サービスの質の確保に必要な知識、技能の向上

を図るため、大阪府が実施する研修について、福祉サービス提供事業所に情報提供を行

い、受講を働きかけます。 

保健・福祉・医療・教育などの多様なサービスの全体調整を行う、門真市障がい者地

域協議会・サブ協議会・各専門部会を通じて、関係機関との連携及び地域の支援力の向

上を図ります。 

 

 

(５) 計画の点検及び評価（ＰＤＣＡサイクル） 

この計画を着実に進めるため、これまでの計画と同様に、計画策定において組織した

「門真市障がい福祉計画・障がい児福祉計画作成委員会」を、計画に基づく目標値や見

込量の達成状況の点検・評価組織とします。 

また、同時に「門真市障がい者地域協議会」において、計画の点検・評価を行うとと

もに、計画を進める上での課題の検討や調整等を進めます。 

なお、この計画の点検・評価にあたっては、【Ｐlan（計画）】⇒【Ｄo（実施）】⇒【Ｃ

heck（点検・評価）】⇒【Ａct（改善）】⇒【Ｐlan（見直し）】のＰＤＣＡサイクルにより、

毎年度、計画期間の各年度におけるサービス見込量等について、施設入所者の地域生活へ

の移行が進んでいるか、一般就労への移行が進んでいるかなど、見込量や目標値の達成状

況を点検及び評価する適切な進行管理を行うとともに、府へ報告を行います。 
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■ＰＤＣＡサイクルによる進捗状況の把握・分析・評価 
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資料編  
 

用語の説明 
あ行 用語 説明 頁 

あ アセスメント 障がい児（者）本人や家族の話を聞きながら、希望する生活を実

現するために本当に必要なものは何なのかを明らかにしていく過

程をいい、サービス提供等援助活動を行う前に行われる評価、あ

るいは課題分析のことです。 

62 

い 委託相談支援事業

所 

市からの委託を受け、相談支援専門員がニーズに応じて福祉サー

ビスの利用についての援助・調整または、施設や各機関の情報提

供を行う事業所。 

104 

一元的 一般的には、一つの中心によって全体が統一されているさまをい

いますが、障がい福祉サービス等の関連では、身体障がい、知的

障がい、精神障がい、発達障がい、難病、高次脳機能障がい等、障

がいの種別によらないで、障がい福祉サービス等を提供できるよ

うにすることをいいます。 

30 

医療的ケア 高齢者や重度の障がいのある人が受ける介護の中で医療的な介護

行為を医療的ケアといいます。具体的な医療的ケアとは、たん吸

引（口腔、気管等）、経管栄養（鼻の管からの栄養注入）、胃ろう

（お腹から胃に小さな穴を形成し栄養注入）等が該当します。上

記の他に未だ容認されていない医療的行為に摘便、浣腸等もあげ

られます。 

27 

 

か行 用語 説明 頁 

か 介護支援専門員 介護保険の利用者の相談に応じて、介護サービス計画（ケアプラ

ン）を作る専門職のことで、「ケアマネジャー」ともいいます。 

112 

門真市高齢者保健

福祉計画 

老人福祉法に基づき、高齢者などに関する施策全般について、基

本的な政策目標を設定し、その実現に向けた取り組みを推進する

ための計画。 

105 

 門真市子ども・子

育て支援事業計画 

平成 24（2012）年に成立した「子ども・子育て関連 3 法」に

基づき、幼児教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に

推進することを目的とした計画。 

98 

門真市障がい者地

域協議会 

相談支援事業者をはじめとする地域の障がい福祉に関するシステ

ムづくり及び中核的な役割を果たす協議の場。 

5 

門真市新型インフ

ルエンザ等対策行

動計画 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、病原性の高い新

型インフルエンザ等のような新型感染症が発生した場合には、国

家の危機管理現象として対応するために、門真市において実施体

制を整備することを目的としています。 

2 

き 基幹相談支援セン

ター 

地域の相談支援の中核的拠点として総合的かつ専門的な相談業務

を担い、権利擁護のために必要な援助（成年後見）、地域移行支援・

地域定着支援、その他必要な支援を提供するため、関係機関との

ネットワークを構築し、障がいのある人の自立した日常生活及び

社会生活の実現に向けた相談支援体制の充実等を図るための機関

です。また、障がい者虐待の防止、養護者に対する支援等を促進

するための虐待防止センターの機能も備えています。 

34 
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か行 用語 説明 頁 

北河内西障がい者

就業・生活支援セ

ンター 

門真市及び守口市に在住の就職や職場定着が困難な障がいのある

人を対象として、地域で雇用・福祉・教育等の関係機関と連携し

ながら、就業及びそれに伴なう日常生活、社会生活上の支援を一

体的に行うことをめざした事業を実施しています。また、障がい

のある人を雇用している、あるいは雇用を考えている事業主に対

しても、相談や情報提供等を行います。 

113 

行政の福祉化 行政のあらゆる分野において、福祉の視点から総点検し、住宅、

教育、労働等の各分野の連携のもとに、施策の創意工夫や改善を

通じて、障がいのある人をはじめひとり親家庭の父母や高齢者等

の雇用、就労機会を創出し、「自立を支援する取組」のことをいい

ます。 

116 

く くすのき広域連合 守口市、門真市、四條畷市、三市の介護保険事業を共同処理して

いる特別地方公共団体です。 

105 

け ケアマネジメント 利用者の必要とするケアを調整する機能を果たす援助で、利用者

が社会生活を行う上での様々なニーズに対応して、適切な社会資

源と結びつけることをいいます。社会資源は、家族、親戚、友人、

知人、近隣、ボランティア等のインフォーマルな資源と、地域の

団体・組織、法人組織、行政、企業等のフォーマルな資源、そして

利用者自身の持つ内的資源があるとされます。 

91 

こ 高次脳機能障がい 脳の機能の中で、生命維持に関わる基礎的な生理学的機能（血液

の流れの速度、呼吸や体温の調整、覚醒リズム、運動調整等）に

対し、注意・感情・記憶・行動等の認知機能を高次脳機能と呼び

ます。その高次脳機能が、交通事故や頭部のけが、脳卒中等で脳

が部分的に損傷を受けたため、言語や記憶等の機能に障がいが起

きた状態を、高次脳機能障がいといいます。注意力や集中力の低

下、比較的古い記憶は保たれているのに新しいことは覚えられな

い、感情や行動の抑制がきかなくなるなどの精神・心理的症状が

現れ、周囲の状況にあった適切な行動が選べなくなり、生活に支

障をきたすようになります。また、外見上では分かりにくいため、

周囲の理解が得られにくいといわれています。 

4 

工賃 一般的には、物品の生産・加工に要した労働に対して支払う金銭、

手間賃のことをいいます。大阪府では、「『工賃向上計画』を推進

するための基本的な指針」に基づき、毎年の工賃の実態調査を実

施し、目標工賃や目標工賃の達成状況を公表しています。この中

で、工賃の範囲を「工賃、賃金、給与、手当、賞与、その他名称を

問わず、事業者が利用者に支払うすべてのものをいう。」としてい

ます。 

38 

コーディネーター ものごとを調整する役の人のことです。また、異なる立場の人々

の間の合意を形成したり、多くの人の参加を促進する役割を果た

したりする人のことをいいます。 

43 

合理的配慮 障害者権利条約で定義された新たな概念であり、障がいのある人

の人権と基本的自由及び実質的な機会の平等が、障がいのない

人々と同様に保障されるために行われる「必要かつ適当な変更及

び調整」であり、障がいのある人の個別・具体的なニーズに配慮

するためのものです。 

29 

個別療育事業 

 

発達に課題がある児童への個別療育やグループ療育により、子ど

も達のコミュニケーションの弱さを改善し、集団行動などの社会

41 
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か行 用語 説明 頁 

適応能力の向上をめざします。また、個別の障がいに合わせて療

育を行い、能力が向上するよう支援します。 

 

さ行 用語 説明 頁 

し 

 

支援学校 障がいの程度が比較的重い子どもを対象として専門性の高い教育

を行う学校のことで、学校教育法第８章「特別支援教育」の第 72

条には、「特別支援学校は、視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障

がい者、肢体不自由者または、病弱者（身体虚弱者を含む）に対

して、幼稚園、小学校、中学校または高等学校に準ずる教育を施

すとともに、障がいによる学習上または生活上の困難を克服し自

立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする。」と定

められています。 

20 

支援教育 障がいのある幼児・児童・生徒の自立や社会参加に向けた主体的

な取組を支援するという視点に立ち、幼児・児童・生徒一人ひと

りの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上

の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行

うものです。 

108 

社会資源 利用者がニーズを充足したり、問題解決するために活用される各

種の制度・施設・機関・設備・資金・物質・法律・情報・集団・個

人の有する知識や技術等を総称していう。 

27 

身体障がい 身体機能に何らかの障がいがあり、日常生活に制約がある状態を

いいます。身体障害者福祉法では、①視覚障がい、②聴覚・平衡

機能障がい、③音声・言語・そしゃく機能の障がい、④肢体不自

由、⑤内部機能の障がい（心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直

腸、小腸、肝臓又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能障が

い）の 5 つに分類されています。 

4 

障害者総合支援法 平成 24（2012）年 6 月 27 日に公布された「地域社会におけ

る共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関

係法律の整備に関する法律」の施行により、平成 25（2013）年

4 月から「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」となり、

障がい児（者）の定義に政令で定める難病等が追加され、難病患

者等で、疾状の変動等により、身体障がい者手帳の取得ができな

いが、一定の障がいのある人たちが障がい福祉サービス等の対象

となりました。 

また、平成 26（2014）年 4 月からは、障がい程度区分から障

がい支援区分への見直し、重度訪問介護の対象拡大、ケアホーム

をグループホームへの一元化等が実施されています。 

平成 30（2018）年には、「障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律

（改正障害者総合支援法）」（平成 28 年法律第 65 号）の施行に

伴い、医療的ケア児への支援体制の整備等、障がい児支援のニー

ズの多様化へきめ細かな対応を図るよう『障害児福祉計画』の策

定が各自治体に義務づけられました。 

1 

障がい福祉サービ

ス 

障害者総合支援法及び児童福祉法に規定するサービスで、個々の

障がいのある人々の障がい程度や勘案すべき事項（社会活動や介

護者、居住等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われるもの

3 
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さ行 用語 説明 頁 

です。 

障がい福祉サービスは、居宅介護や重度訪問看護、行動援護、療

養介護等のサービスを行う「介護給付」、自立訓練や就労移行支援、

就労継続支援等を行う「訓練等給付」、サービス等利用計画を行う

「計画相談支援給付」、地域移行・地域定着を支援する「地域相談

支援給付」があります。 

障がい者相談支援

事業 

障がいのある人やその家族の生活及び支援に関する相談に応じる

とともに、関係機関との連携のもと、障がいのある人の身近な地

域において、安心して生活できる地域の支援体制をつくることを

目的とします。 

46 

精神障がい 統合失調症、気分障がい（うつ病等）等の様々な精神疾患により、

継続的に日常生活や社会生活に支障がある状態をいいます。 

4 

精神障がいにも対

応した地域包括ケ

アシステム 

精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として

安心して自分らしく暮らすことができるよう、保健・医療・福祉

関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療

機関、地域援助事業者、行政などが重層的な連携による支援体制

を構成すること。 

33 

成年後見制度 認知症高齢者や知的障がいのある人、精神障がいのある人等判断

能力の不十分な人を保護するためにできた制度で、契約の締結等

を代わりに行う代理人等を選任したり、本人が誤った判断に基づ

いて契約を締結した場合に、それを取り消すことができるように

することなどにより、これらの人を不利益から守ります。 

1 

そ 総合評価一般競争

入札制度 
工期、機能、安全性等の価格以外の要素と価格とを総合的に評価

して、最も評価の高い者を落札者として決定する入札制度。 

116 

 

た行 用語 説明 頁 

ち 地域生活支援事業 地域生活支援事業は、地域の特性や利用者の状況を勘案し、市町

村が独自に提供する事業として、都道府県が行う専門性の高い相

談支援事業や養成研修事業等と連携しながら実施する事業です。 

障害者総合支援法の施行に伴い、市町村が行う地域生活支援事業

は、①理解促進研修・啓発事業、②自発的活動支援事業、③相談

支援事業、④成年後見制度利用支援事業、⑤成年後見制度法人後

見支援事業、⑥意思疎通支援事業、⑦日常生活用具給付等事業、

⑧手話奉仕員養成研修事業、⑨移動支援事業、⑩地域活動支援セ

ンター機能強化事業の 10 事業が「必須事業」として位置づけら

れました。このほか市町村の判断により実施する日中一時支援事

業等の「任意事業」があります。 

46 

 

地域共生社会 社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごと

の「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域をともに創っていく社会を目指すもの。 

30 



 

－１２５－ 

た行 用語 説明 頁 

地域包括ケアシス

テム 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、「住まい」「医療」「介護」「予防」「生活支

援」が切れ目なく一体的に提供される体制のこと。 

33 

地域包括支援セン

ター 

公正・中立な立場から、（１）総合相談支援、（２）虐待の早期発

見・防止等の権利擁護、（３）包括的・継続的ケアマネジメント支

援、（４）介護予防ケアマネジメントという４つの機能を担う地域

の中核機関。 

106 

 知的障がい 知的機能の障がいが発達期（おおむね 18 歳まで）に現れ、継続

的に日常生活や社会生活に支障がある状態をいいます。 

4 

 

な行 用語 説明 頁 

な 内部障がい 身体障害者福祉法に定められた、心臓機能障がい、じん臓機能障

がい、呼吸器機能障がい、ぼうこう・直腸機能障がい、小腸機能

障がい、肝臓機能障がい、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能

障がいの７つの障がいの総称です。 

11 

難病 医学的に明確に定義された病気の名称ではなく、一般的に「治り

にくい病気」や「不治の病」のことをいいます。昭和 47（1972）

年の厚生省（当時）の「難病対策要綱」では、①原因不明、治療

方針未確立で、後遺症を残すおそれが少なくない疾病、②経過が

慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手

を要するために家族の負担が重く、また精神的にも負担の大きい

疾病と定義しています。 

なお、障害者総合支援法では、難病等（難治性疾患克服研究事業

の対象である 130 の疾患と関節リウマチ）も障がいのある人の

定義に加えられました（平成 25（2013）年 4 月1 日施行）。 

平成 27（2015）年 1 月には、障がい福祉サービスの対象疾病

は、130 疾病から 15１疾病に、同年７月から 332 疾病に、平

成 2９年（2017）年４月から358 疾病に、平成 30 年（2018）

年４月から 359 疾病に、さらに令和元（2019）年の 7 月現在

361 疾病に順次拡大されています。また、平成26（201４）年

5 月 30 日に「難病の患者に対する医療等に関する法律」が公布

され、平成 27 年（2015）１月１日から新しい医療費助成制度

が始まり、対象となる疾病は、平成 27（2015）年１月にそれま

での 56 疾病から 110 疾病に、同年７月から 306疾病に、平成

2９年（2017）年４月から 330 疾病に、平成30 年（2018）

年４月から 331 疾病に、さらに令和元（2019）年の 7 月現在、

333 疾病に順次拡大されています。 

4 

に ニーズ ニーズとは、「必要」・「要求」等と訳されます。ソーシャルワーク

（社会福祉援助技術）やケアマネジメントにおいては、アセスメ

ント（利用者や家族の希望や生活の全体像を把握するために、様々

な情報を収集・分析すること）によって抽出される「生活全般の

解決すべき課題」のことを「ニーズ」といいます。 

1 

日中一時支援事業 障がいのある人や障がいのある子どもの介護を行う人の一時的休

息や就労支援等のために、日中において一時的に障がいのある人

や障がいのある子どもの活動の場を確保する事業です。 
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－１２６－ 

な行 用語 説明 頁 

認定こども園 幼稚園と保育所の制度の枠組みを超えて、小学校就学前の子ども

に対し幼児教育・保育を一体的に提供するとともに、地域におけ

る子育て支援の取組を充実させる新たな選択肢として導入された

制度です。幼稚園、保育所等のうち、（1）就学前の子どもに幼児

教育・保育を提供する機能（保護者が働いている、いないにかか

わらず受け入れて、教育・保育を一体的に行う機能）（2） 地域に

おける子育て支援を行う機能（すべての子育て家庭を対象に、子

育て不安に対応した相談活動や、親子の集いの場の提供等を行う

機能） を備える施設で、都道府県知事が「認定こども園」として

認定した施設をいいます。 

98 

ね ＮＥＴ119 正式名称「ＮＥＴ119 緊急通報システム」は、音声による 119

番通報が困難な聴覚、音声・言語機能障がい者が円滑に消防への

通報を行えるようにするシステムです。 

スマートフォンなどから通報用 Web サイトにアクセスして、消

防本部が消防隊や救急隊をどこに出動させるべきかを判断するた

めに必要な「救急」「火事」「その他」が選択ができ、通報者のＧ

ＰＳの位置情報により、即座に消防本部に通報が繋がり、その後

チャットで詳細を確認する仕組みとなっています。 

90 

 

は行 用語 説明 頁 

は 発達障がい 発達障害者支援法上の定義では、脳機能の障がいであって、その

症状が通常低年齢において発現するものと規定され、心理的発達

障がい並びに行動情緒の障がいが対象とされている。具体的には、

自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障がい、注意

欠陥多動性障がい等がこれに含まれます。 

4 

 

発達障がい者地域

支援マネージャー 
地域の中で発達障がいのある人や家族の方が、身近な地域におい

て、乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫

した支援を受けることができるよう、地域支援体制の整備をすす

めていくことを目的としています。 

110 

パブリックコメン

ト 
行政機関が政策の立案等を行おうとする際に、その案を公表して

広く意見を求め、これらについて提出された意見等を考慮して最

終的な意思決定を行う一連の手続のことです。 

5 

ハローワーク 公共職業安定所の通称。職安とも呼ばれる。 116 

ひ ピアサポート 同じ悩みや症状等の問題を抱えている、体験・経験の共感者、同

じ立場にある当事者同士が、互いの経験・体験を基に語り合い、

問題の解明（回復）に向けて協同的にサポートを行う相互支援の

取組をいいます。 

45 

 

ま行 用語 説明 頁 

も モニタリング ケアプランに沿って提供されるサービスが利用者のニーズにう

まく対応できているかどうか確認し、チェックすること。 

72 

 



 

－１２７－ 

や行 用語 説明 頁 

よ 要約筆記 発言者の話を聞き、要約して文字で表すことで、聞こえない人にそ

の場の話の内容を伝える通訳のことです。 

77 

 

ら行 用語 説明 頁 

ら ライフステージ 人生の段階区分のこと。乳幼児期、少年期、青年期、壮年期、高齢

期等という呼び方やその他区分があります。 

31 

 

 


